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第３章 調査結果の概要

第１節 ものづくりに関わる人材の確保・定着・育成について

１．過去３年間でのものづくり人材の採用

（１）新卒採用

①各年度の新卒採用の状況

 2013 年度～15 年度までの各年度における、ものづくり人材の新卒採用の状況をみると、

「採用した」企業の割合は、【2013 年度】が 30.4％、【2014 年度】が 30.9％、【2015 年度】

が 31.8％とおおむね 3 割で推移している。僅かずつではあるが、「募集しなかった」企業が

減ってきており、「募集したが採用できなかった」および「採用した」企業の割合が高まって

きている（図表３－１－１）。

     図表３－１－１ 過去3年間でのものづくり人材の新卒採用   （単位：％） 

 

 「採用した」と回答した企業に対して、女性が含まれているか尋ねたところ、「含まれてい

る」と回答した企業の割合は【2013 年度】が 32.2％、【2014 年度】が 30.8％、【2015年度】

が 34.5％で、各年度とも 3割台となっている（図表３－１－２）。

図表３－１－２ 過去3年間で新卒採用したものづくり人材に女性は含まれているか （単位：％） 

 
          注）ものづくり人材を採用した企業だけが回答。 

 

募集しな
かった

募集したが
採用できな

かった
採用した 無回答

2013年度 n=5,785 59.8 6.9 30.4 2.9

2014年度 n=5,785 58.4 8.5 30.9 2.2

2015年度 n=5,785 56.3 9.8 31.8 2.0

含まれてい
る

含まれてい
ない

無回答

2013年度 n=1,757 32.2 64.4 3.5

2014年度 n=1,788 30.8 65.7 3.5

2015年度 n=1,842 34.5 62.0 3.5
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②過去3年間での新卒採用の状況

 2013 年度以降の 3 年間をまとめた新卒採用実績でみると、いずれかの年度において、も

のづくり人材を「採用した」企業は 44.6％で、採用実績がない企業が 54.0％となっている（図

表３－１－３）。

 業種別にみると、「はん用機械器具製造業」（56.0％）、「情報通信機械器具製造業」（50.0％）、

「輸送用機械器具製造業」（53.4％）の 3 業種では採用実績がある企業が半数以上に達して

いる一方、「プラスチック製品製造業」（37.5％）では採用実績がある企業割合が 30％台にと

どまっている。企業規模別（従業員規模別、以下同様）にみると、規模が大きくなるほど採

用実績のある企業割合が高くなっており、「30 人未満」では採用実績がある企業が 3 割以下

（27.4％）である一方、「300 人以上」では 9割以上（92.4％）で実績がある。

 
図表３－１－３ 過去3年間でのものづくり人材の新卒採用の実績  （単位：％） 

 
 

 3 年間の新卒採用実績を、女性ものづくり人材に限ってみると、採用実績のある企業は

17.3％となっている（図表３－１－４）。 
業種別にみると、「情報通信機械器具製造業」（27.4％）で最も割合が高い。規模別にみる

と、規模が大きくなるほど採用実績のある企業割合が高くなっており、「30 人未満」では採

用実績があるのは 1 割以下（5.9％）であるが、「300 人以上」では 6 割以上（66.5％）で実

n

過去３年度
のいずれか
の年度に新
卒採用を実

施した

過去３年度
のいずれの
年度も新卒
採用を実施
しなかった

無回答

計 5,785 44.6 54.0 1.4

【業種】

プラスチック製品製造業 683 37.5 60.8 1.8

鉄鋼業 246 40.7 56.9 2.4

非鉄金属製造業 251 42.6 56.2 1.2

金属製品製造業 1,708 43.2 55.5 1.3

はん用機械器具製造業 193 56.0 43.5 0.5

生産用機械器具製造業 541 49.9 49.2 0.9

業務用機械器具製造業 267 45.7 51.3 3.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 262 40.5 57.3 2.3

電気機械器具製造業 652 46.5 52.1 1.4

情報通信機械器具製造業 62 50.0 50.0 0.0

輸送用機械器具製造業 674 53.4 45.5 1.0

その他 246 32.1 66.7 1.2

【従業員規模】 

３０人未満 1,767 27.4 71.1 1.5

３０～９９人 1,711 53.0 46.3 0.6

１００～２９９人 573 81.2 18.5 0.3

３００人以上 158 92.4 6.3 1.3
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績がある。

 
図表３－１－４ 過去3年間での女性ものづくり人材の新卒採用の実績   （単位：％） 

 

  

n

過去３年度
のいずれか
の年度に女
性を新卒採

用した

過去３年度
のいずれの
年度も女性
を新卒採用
しなかった

無回答

計 5,785 17.3 81.5 1.2

【業種】

プラスチック製品製造業 683 18.7 80.2 1.0

鉄鋼業 246 13.0 84.6 2.4

非鉄金属製造業 251 19.1 78.9 2.0

金属製品製造業 1,708 15.2 83.5 1.3

はん用機械器具製造業 193 18.1 81.9 0.0

生産用機械器具製造業 541 12.0 87.4 0.6

業務用機械器具製造業 267 17.2 82.0 0.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 262 23.7 75.2 1.1

電気機械器具製造業 652 19.5 79.3 1.2

情報通信機械器具製造業 62 27.4 72.6 0.0

輸送用機械器具製造業 674 22.7 76.0 1.3

その他 246 11.8 86.6 1.6

【従業員規模】 

３０人未満 1,767 5.9 93.1 1.0

３０～９９人 1,711 18.0 81.1 0.9

１００～２９９人 573 44.2 55.1 0.7

３００人以上 158 66.5 32.3 1.3
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③過去３年間の新卒のものづくり人材の募集・採用に対する評価・考え

 過去 3 年間において、ものづくり人材の新卒採用実績がある企業に対し、「ａ．求人に対

する応募が少ない」「ｂ．求めているレベルの人材が採用できない」という 2 つの見方につ

いてあてはまるかどうか尋ねた。

ａ．求人に対する応募が少ない

 「ａ．求人に対する応募が少ない」に対しては、「そう思う」が 39.0％、「どちらかといえ

ばそう思う」が 33.7％、「どちらかといえばそう思わない」が 12.3％、「そう思わない」が

10.2％という結果となり、程度に差はあれ、そう思う（「そう思う」＋「どちらかといえばそ

う思う」とする企業が 72.8％と 7割以上を占めた（図表３－１－５）。

 企業規模別にみると、規模が小さいほど、「そう思う」とする企業割合が高まる（「30人未

満」が 47.8％、「30～99 人」が 38.6％など）。

図表３－１－５ 過去３年間の新卒・ものづくり人材の募集・採用に関する評価・考え

ａ．求人に対する応募が少ない                      （単位：％） 

 
注）「そう思う 計」の割合は、「そう思う」と「どちらかといえばそう思う」のそれぞれの回答実数を足しあげた上で全体に占め

る割合を算出しているため、両者の割合を単純に足し上げた数字と一致しない。「そう思わない 計」についても同じ方法で

割合を算出している。以降の図表で順序尺度を結合している場合は上記と同様の方法で割合を算出している。 

 

n

そう思う
どちらかとい
えばそう思う

どちらかとい
えばそう思

わない

そう思わな
い

無回答 そう思う　計
そう思わな

い　計

計 2,580 39.0 33.7 12.3 10.2 4.8 72.8 22.5

【業種】

プラスチック製品製造業 256 40.2 30.5 9.0 12.5 7.8 70.7 21.5

鉄鋼業 100 50.0 33.0 6.0 7.0 4.0 83.0 13.0

非鉄金属製造業 107 38.3 34.6 11.2 11.2 4.7 72.9 22.4

金属製品製造業 738 45.7 32.2 10.6 7.3 4.2 77.9 17.9

はん用機械器具製造業 108 32.4 38.9 12.0 13.0 3.7 71.3 25.0

生産用機械器具製造業 270 41.9 34.1 13.0 6.3 4.8 75.9 19.3

業務用機械器具製造業 122 33.6 34.4 11.5 14.8 5.7 68.0 26.2

電子部品・デバイス・電子回路製造業 106 29.2 40.6 16.0 12.3 1.9 69.8 28.3

電気機械器具製造業 303 30.7 37.3 13.2 12.9 5.9 68.0 26.1

情報通信機械器具製造業 31 48.4 32.3 9.7 6.5 3.2 80.6 16.1

輸送用機械器具製造業 360 33.9 32.5 17.5 12.2 3.9 66.4 29.7

その他 79 32.9 31.6 17.7 12.7 5.1 64.6 30.4

【従業員規模】 

３０人未満 485 47.8 30.3 8.0 8.0 5.8 78.1 16.1

３０～９９人 907 38.6 34.7 13.3 8.6 4.7 73.3 21.9

１００～２９９人 465 35.7 36.3 12.9 12.3 2.8 72.0 25.2

３００人以上 146 19.2 43.2 18.5 17.8 1.4 62.3 36.3
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ｂ．求めているレベルの人材が採用できない

 「ｂ．求めているレベルの人材が採用できない」に対しては、「そう思う」が 28.4％、「ど

ちらかといえばそう思う」が 40.0％、「どちらかといえばそう思わない」が 17.2％、「そう思

わない」が 9.6％という結果となり、そう思う（「そう思う」＋「どちらかといえばそう思う」

とする企業が 68.4％と 7割近くに及ぶ（図表３－１－６）。

 企業規模別にみると、規模が小さいほど、「そう思う」とする企業割合が高まる（「30人未

満」が 34.6％、「30～99 人」が 30.3％など）。

図表３－１－６ 過去３年間の新卒・ものづくり人材の募集・採用に関する考え

ｂ．求めているレベルの人材が採用できない               （単位：％） 

 

  

n

そう思う
どちらかとい
えばそう思う

どちらかとい
えばそう思

わない

そう思わな
い

無回答 そう思う　計
そう思わな

い　計

計 2,580 28.4 40.0 17.2 9.6 4.7 68.4 26.9

【業種】

プラスチック製品製造業 256 28.1 40.6 14.8 10.5 5.9 68.8 25.4

鉄鋼業 100 33.0 39.0 15.0 10.0 3.0 72.0 25.0

非鉄金属製造業 107 26.2 43.9 13.1 11.2 5.6 70.1 24.3

金属製品製造業 738 35.0 35.9 17.5 7.3 4.3 70.9 24.8

はん用機械器具製造業 108 23.1 50.9 13.0 9.3 3.7 74.1 22.2

生産用機械器具製造業 270 32.6 39.6 15.6 7.8 4.4 72.2 23.3

業務用機械器具製造業 122 24.6 41.8 18.9 8.2 6.6 66.4 27.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 106 23.6 49.1 17.0 8.5 1.9 72.6 25.5

電気機械器具製造業 303 19.8 45.2 18.8 10.2 5.9 65.0 29.0

情報通信機械器具製造業 31 32.3 25.8 19.4 12.9 9.7 58.1 32.3

輸送用機械器具製造業 360 23.9 38.3 20.6 13.9 3.3 62.2 34.4

その他 79 22.8 36.7 19.0 12.7 8.9 59.5 31.6

【従業員規模】 

３０人未満 485 34.6 40.8 10.9 7.2 6.4 75.5 18.1

３０～９９人 907 30.3 39.8 16.6 8.6 4.6 70.1 25.2

１００～２９９人 465 20.0 43.4 22.4 11.4 2.8 63.4 33.8

３００人以上 146 12.3 43.8 24.0 17.1 2.7 56.2 41.1
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（２）中途採用

①各年度の中途採用の状況

 2013 年度～15 年度までの各年度における、ものづくり人材の中途採用の状況をみると、

「採用した」企業の割合は【2013 年度】が 50.4％、【2014 年度】が 57.3％、【2015 年度】

が 58.5％で、いずれの年度も 5 割を超えている（図表３－１－７）。新卒採用（図表３－１

－１）と同様、採用した企業の割合が増えてきており、2013 年度と 15 年度を比べると約 8
ポイントの差が生じている。

 
図表３－１－７ 過去3年間でのものづくり人材の中途採用    （単位：％） 

 

 

「採用した」と回答した企業に対して、女性が含まれているか尋ねたところ、「含まれている」

と回答した企業の割合は【2013 年度】が 28.3％、【2014 年度】が 29.5％、【2015 年度】が

32.1％で、各年度とも 3 割前後となっている（図表３－１－８）。僅かずつであるが、女性

が含まれている割合は上昇傾向にある。

図表３－１－８ 過去3年間で中途採用したものづくり人材に女性は含まれているか （単位：％） 

 

  

募集しな
かった

募集したが
採用できな

かった
採用した 無回答

2013年度 n=5,785 35.7 7.5 50.4 6.4

2014年度 n=5,785 30.2 8.0 57.3 4.5

2015年度 n=5,785 29.2 8.4 58.5 3.8

含まれてい
る

含まれてい
ない

無回答

2013年度 n=2,913 28.3 64.9 6.8

2014年度 n=3,312 29.5 63.6 6.9

2015年度 n=3,385 32.1 61.1 6.8
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②過去3年間での中途採用の状況

 2013 年度以降の 3 年間をまとめた中途採用実績でみると、いずれかの年度において「採

用した」企業が 75.1％、採用実績がない企業が 24.0％と、採用実績がある企業が 7割以上に

及んでいる（図表３－１－９）。

 企業規模別にみると、「30人未満」（71.8％）や「30～99 人」（80.1％）という 100 人未満

の規模でも、採用実績のある企業が 7割以上に及んでおり、新卒採用と違って規模による大

きな割合の差は見られない。

 
図表３－１－９ 過去3年間でのものづくり人材の中途採用の実績    （単位：％） 

 
 

 

n

過去３年度
のいずれか
の年度に中
途採用を実

施した

過去３年度
のいずれの
年度も中途
採用を実施
しなかった

無回答

計 5,785 75.1 24.0 0.9

【業種】

プラスチック製品製造業 683 73.9 25.0 1.0

鉄鋼業 246 70.7 28.9 0.4

非鉄金属製造業 251 74.9 24.7 0.4

金属製品製造業 1,708 78.5 20.7 0.8

はん用機械器具製造業 193 77.2 21.8 1.0

生産用機械器具製造業 541 76.0 23.3 0.7

業務用機械器具製造業 267 73.8 25.5 0.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 262 71.4 27.5 1.1

電気機械器具製造業 652 70.7 28.2 1.1

情報通信機械器具製造業 62 59.7 40.3 0.0

輸送用機械器具製造業 674 78.3 20.5 1.2

その他 246 67.1 32.1 0.8

【従業員規模】 

３０人未満 1,767 71.8 27.3 0.9

３０～９９人 1,711 80.1 19.5 0.4

１００～２９９人 573 77.7 22.0 0.3

３００人以上 158 81.6 17.7 0.6
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3 年間の中途採用実績を、女性ものづくり人材に限ってみると、中途採用実績のある企業

は 28.2％となっている（図表３－１－１０）。

 業種別にみると、「プラスチック製品製造業」（35.3％）や「電子部品・デバイス・電子回

路製造業」（37.0％）などで採用実績のある企業が 3割以上に及んでいる。

 企業規模別にみると、規模が大きくなるほど採用実績のある企業割合が高まる傾向が見ら

れる。

 
図表３－１－１０ 過去3年間での女性ものづくり人材の中途採用の実績  （単位：％） 

 

③過去３年間の中途のものづくり人材の募集・採用に対する評価・考え

ａ．求人に対する応募が少ない

 中途採用においても、「ａ．求人に対する応募が少ない」に対して「そう思う」が 40.5％、

「どちらかといえばそう思う」が 33.7％、「どちらかといえばそう思わない」が 13.3％、「そ

う思わない」が 8.6％と、そう思う（「そう思う」＋「どちらかといえばそう思う」）とする

企業の方が多い（図表３－１－１１）。

 規模別にみると、規模が小さくなるほど「そう思う」とする企業の割合が高くなる（「30
人未満」が 44.3％、「30～99人」が 39.3％など）。

 

n

過去３年度

のいずれか
の年度に女
性を新卒採

用した

過去３年度

のいずれの
年度も女性
を新卒採用

しなかった

無回答

計 5,785 28.2 69.1 2.7

【業種】

プラスチック製品製造業 683 35.3 62.2 2.5

鉄鋼業 246 19.5 77.6 2.8

非鉄金属製造業 251 23.1 74.1 2.8

金属製品製造業 1,708 27.0 70.2 2.8

はん用機械器具製造業 193 22.3 75.6 2.1

生産用機械器具製造業 541 21.1 75.6 3.3

業務用機械器具製造業 267 28.1 68.5 3.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 262 37.0 60.3 2.7

電気機械器具製造業 652 31.0 66.4 2.6

情報通信機械器具製造業 62 30.6 67.7 1.6

輸送用機械器具製造業 674 32.5 65.0 2.5

その他 246 22.0 75.2 2.8

【従業員規模】 

３０人未満 1,767 22.9 74.8 2.3

３０～９９人 1,711 33.4 64.1 2.5

１００～２９９人 573 36.6 61.8 1.6

３００人以上 158 39.9 57.0 3.2
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図表３－１－１１ 過去３年間の中途・ものづくり人材の募集・採用に関する考え

ａ．求人に対する応募が少ない                     （単位：％） 

 

ｂ．求めているレベルの人材が採用できない

 「ｂ．求めているレベルの人材が採用できない」に対しては、「そう思う」が 36.1％、「ど

ちらかといえばそう思う」が 38.7％、「どちらかといえばそう思わない」が 14.7％、「そう思

わない」が 6.5％という結果となり、そう思う（「そう思う」＋「どちらかといえばそう思う」）

とする企業が 74.8％と 7割以上に達している（図表３－１－１２）。

 企業規模別にみると、規模が小さくなるほど「そう思う」とする企業の割合が高くなる（「30
人未満」が 41.5％、「30～99人」が 33.9％など）。

 

n

そう思う
どちらかとい
えばそう思う

どちらかとい
えばそう思

わない

そう思わな
い

無回答 そう思う　計
そう思わな

い　計

計 4,343 40.5 33.7 13.3 8.6 4.0 74.1 21.9

【業種】

プラスチック製品製造業 505 39.0 34.3 12.1 9.1 5.5 73.3 21.2

鉄鋼業 174 47.1 35.6 8.6 6.3 2.3 82.8 14.9

非鉄金属製造業 188 39.9 34.0 13.3 10.1 2.7 73.9 23.4

金属製品製造業 1,341 41.8 33.3 12.8 8.4 3.8 75.0 21.2

はん用機械器具製造業 149 40.9 33.6 12.8 7.4 5.4 74.5 20.1

生産用機械器具製造業 411 43.8 33.3 11.4 6.6 4.9 77.1 18.0

業務用機械器具製造業 197 38.6 30.5 15.7 12.2 3.0 69.0 27.9

電子部品・デバイス・電子回路製造業 187 29.4 39.6 18.2 8.6 4.3 69.0 26.7

電気機械器具製造業 461 36.0 34.3 15.4 9.1 5.2 70.3 24.5

情報通信機械器具製造業 37 48.6 32.4 5.4 13.5 0.0 81.1 18.9

輸送用機械器具製造業 528 41.5 33.7 14.0 8.0 2.8 75.2 22.0

その他 165 41.2 29.7 16.4 10.3 2.4 70.9 26.7

【従業員規模】 

３０人未満 1,268 44.3 31.4 12.1 7.8 4.3 75.7 20.0

３０～９９人 1,370 39.3 36.4 13.3 7.5 3.5 75.7 20.8

１００～２９９人 445 34.4 37.1 17.5 8.5 2.5 71.5 26.1

３００人以上 129 24.8 39.5 19.4 14.0 2.3 64.3 33.3
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図表３－１－１２ 過去３年間の中途・ものづくり人材の募集・採用に関する考え

ｂ．求めているレベルの人材が採用できない                  （単位：％） 

 

 

n

そう思う
どちらかとい
えばそう思う

どちらかとい
えばそう思

わない

そう思わな
い

無回答 そう思う　計
そう思わな

い　計

計 4,343 36.1 38.7 14.7 6.5 4.0 74.8 21.2

【業種】

プラスチック製品製造業 505 37.0 39.6 11.1 6.9 5.3 76.6 18.0

鉄鋼業 174 33.9 47.1 12.1 4.6 2.3 81.0 16.7

非鉄金属製造業 188 31.9 38.8 17.6 8.5 3.2 70.7 26.1

金属製品製造業 1,341 39.2 38.0 13.0 5.9 3.8 77.3 18.9

はん用機械器具製造業 149 34.9 41.6 14.1 4.7 4.7 76.5 18.8

生産用機械器具製造業 411 40.1 38.4 12.2 5.1 4.1 78.6 17.3

業務用機械器具製造業 197 33.5 41.1 15.2 7.1 3.0 74.6 22.3

電子部品・デバイス・電子回路製造業 187 31.6 35.8 22.5 6.4 3.7 67.4 28.9

電気機械器具製造業 461 29.1 39.0 19.3 7.2 5.4 68.1 26.5

情報通信機械器具製造業 37 51.4 24.3 8.1 10.8 5.4 75.7 18.9

輸送用機械器具製造業 528 35.0 38.6 16.7 6.3 3.4 73.7 22.9

その他 165 33.3 32.7 19.4 11.5 3.0 66.1 30.9

【従業員規模】 

３０人未満 1,268 41.5 37.9 11.0 5.6 4.0 79.3 16.6

３０～９９人 1,370 33.9 42.3 14.5 5.8 3.6 76.1 20.3

１００～２９９人 445 24.5 44.7 21.6 6.5 2.7 69.2 28.1

３００人以上 129 20.2 34.9 28.7 14.0 2.3 55.0 42.6
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２．過去３年間におけるものづくり人材の採用スタンス（新卒重視か中途重視か）

 ものづくり人材を採用する際に過去3年間で新卒採用と中途採用のどちらを重視してきた

か尋ねたところ、「新卒採用が中心」が 13.5％、「どちらかといえば新卒採用が中心」が 14.2％、

「どちらかといえば中途採用が中心」が 29.8％、「中途採用が中心」が 36.1％で、中途採用

重視の企業（「どちらかといえば中途採用が中心」＋「中途採用が中心」）が多数派であり全

体の 65.9％を占めた（図表３－１－１３）。

 企業規模別にみると、新卒採用重視の企業（「新卒採用が中心」＋「どちらかといえば新卒

採用が中心」）の割合は規模が大きくなるほど高くなり、中途採用重視の企業の割合は規模が

小さくなるほど高まる。

図表３－１－１３ 過去 3 年間で、ものづくり人材を採用する際、新卒採用と中途採用のどちらを重

視してきたか                       （単位：％） 

 

 「どちらかといえば中途採用が中心」、あるいは「中途採用が中心」と回答した企業に対し、

中途採用をより重視する理由を尋ねたところ（複数回答）、「即戦力を求めているから」が

73.3％で最も多く、次いで、「新卒者を募集しても応募がないから」（29.1％）、「新卒者を育

成する余裕がないから」（28.8％）、「非正規社員の中から優秀な者を見極めて、正社員登用す

る方針を採っているから」（14.8％）などの順で多い（図表３－１－１４）。 

n

新
卒
採
用
が

中
心

ど
ち
ら
か
と

い
え
ば
新
卒

採
用
が
中
心

ど
ち
ら
か
と

い
え
ば
中
途

採
用
が
中
心

中
途
採
用
が

中
心

無
回
答

新
卒
採
用
重

視
　
計

中
途
採
用
重

視
　
計

計 5,785 13.5 14.2 29.8 36.1 6.4 27.7 65.9

【業種】

プラスチック製品製造業 683 10.0 10.8 28.6 42.8 7.9 20.8 71.3

鉄鋼業 246 13.4 13.4 32.9 33.3 6.9 26.8 66.3

非鉄金属製造業 251 15.1 11.2 27.5 38.2 8.0 26.3 65.7

金属製品製造業 1,708 12.9 12.6 32.4 37.4 4.6 25.5 69.8

はん用機械器具製造業 193 18.1 21.8 19.2 33.7 7.3 39.9 52.8

生産用機械器具製造業 541 12.2 18.3 33.5 31.1 5.0 30.5 64.5

業務用機械器具製造業 267 15.0 13.1 29.2 37.1 5.6 28.1 66.3

電子部品・デバイス・電子回路製造業 262 13.4 14.9 27.1 35.5 9.2 28.2 62.6

電気機械器具製造業 652 14.4 16.3 29.1 32.4 7.8 30.7 61.5

情報通信機械器具製造業 62 17.7 11.3 21.0 29.0 21.0 29.0 50.0

輸送用機械器具製造業 674 16.6 17.8 26.6 33.8 5.2 34.4 60.4

その他 246 11.0 8.9 31.3 39.8 8.9 19.9 71.1

【従業員規模】 

３０人未満 1,767 6.3 8.8 32.0 45.4 7.5 15.1 77.4

３０～９９人 1,711 15.5 15.8 31.2 33.8 3.7 31.3 65.0

１００～２９９人 573 31.9 27.7 23.0 14.8 2.4 59.7 37.9

３００人以上 158 42.4 34.8 15.2 4.4 3.2 77.2 19.6
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 企業規模別にみると、「即戦力を求めているから」は規模が大きくなるほど割合が高まるの

に対して、「新卒者を募集しても応募がないから」、「新卒者を育成する余裕がないから」では

規模が小さい企業になるほど割合が高くなる。

図表３－１－１４ 過去3年間で、ものづくり人材を採用する際、中途採用を重視してきた理由（単位：％） 

 

  

n

新卒者を募集
しても応募が

ないから

新卒者を育
成する余裕
がないから

即戦力を求め
ているから

非正規社員の
中から優秀な
者を見極め

て、正社員登
用する方針を
採っているから

その他 無回答

計 3,814 29.1 28.8 73.3 14.8 7.3 0.7
【業種】
プラスチック製品製造業 487 25.3 30.4 66.9 18.3 8.4 1.2
鉄鋼業 163 33.1 27.6 74.2 11.0 4.9 0.0
非鉄金属製造業 165 29.7 25.5 63.0 13.3 11.5 1.2
金属製品製造業 1,193 33.3 28.1 71.4 14.7 8.0 0.8
はん用機械器具製造業 102 26.5 34.3 81.4 14.7 5.9 0.0
生産用機械器具製造業 349 32.1 31.2 81.1 6.6 6.3 0.3
業務用機械器具製造業 177 22.0 33.9 80.8 13.6 4.5 0.6
電子部品・デバイス・電子回路製造業 164 17.7 22.6 77.4 22.6 6.7 0.6
電気機械器具製造業 401 26.2 28.7 77.8 15.5 6.2 0.5
情報通信機械器具製造業 31 25.8 22.6 87.1 12.9 3.2 0.0
輸送用機械器具製造業 407 30.2 28.7 73.2 16.7 5.4 0.5
その他 175 24.0 28.0 69.1 16.0 11.4 0.6
【従業員規模】 
３０人未満 1,368 29.4 32.8 73.0 12.1 7.5 0.7
３０～９９人 1,112 28.1 27.7 75.1 19.8 7.3 0.6
１００～２９９人 217 25.3 22.6 74.7 23.5 6.5 0.5
３００人以上 31 0.0 16.1 90.3 12.9 12.9 0.0
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３．現在のものづくり人材の育成・能力開発の方針

 現在のものづくり人材の育成・能力開発の方針について最も当てはまるものを選んでもら

ったところ、「数年先の事業展開を考慮して、その時必要となる人材を想定しながら能力開発

を行っている」が 19.2％、「今いる人材を前提にその能力をもう一段アップできるよう能力

開発を行っている」が 39.1％、「個々の従業員が当面の仕事をこなすために必要な能力を身

につけることを目標に能力開発を行っている」が 30.7％、「人材育成・能力開発について特

に方針を定めていない」が 9.6％だった（図表３－１－１５）。

企業規模別にみると、「数年先の事業展開を考慮して、その時必要となる人材を想定しなが

ら能力開発を行っている」と「今いる人材を前提にその能力をもう一段アップできるよう能

力開発を行っている」では、規模が大きくなるほど割合が高くなる。一方、「個々の従業員が

当面の仕事をこなすために必要な能力を身につけることを目標に能力開発を行っている」、

「人材育成・能力開発について特に方針を定めていない」については規模が小さい企業ほど

割合が高い。

 
図表３－１－１５ 現在のものづくり人材の育成・能力開発方針     （単位：％） 

 

  

n

数年先の事
業展開を考慮
して、その時
必要となる人
材を想定しな
がら能力開発

を行っている

今いる人材
を前提にそ
の能力をもう
一段アップ
できるよう能
力開発を

行っている

個々の従業員
が当面の仕事
をこなすために
必要な能力を
身につけること
を目標に能力
開発を行って

いる

人材育成・
能力開発に
ついて特に
方針を定め
ていない

無回答

計 5,785 19.2 39.1 30.7 9.6 1.4

【従業員規模】 

３０人未満 1767 16.3 37.2 33.7 11.7 1.1

３０～９９人 1711 20.9 40.1 30.1 8.4 0.5

１００～２９９人 573 21.8 46.6 26.2 4.7 0.7

３００人以上 158 30.4 49.4 16.5 3.2 0.6

－ 25 －
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４．どういった知識・技能を持つものづくり人材の育成に力を入れているのか

 現在、どのような知識・技能を持ったものづくり人材の育成に力を入れているか尋ねたと

ころ（複数回答）、「単独で多工程を処理する技能」が 49.6％で最も多く、次いで、「生産工

程を改善する知識・技能」（42.1％）、「品質管理や検査・試験の知識・技能」（39.6％）、「設

計・開発能力」（33.6％）、「工程管理に関する知識」（31.5％）などの順で多かった（図表３

－１－１６）。

図表３－１－１６ 現在、どのような知識・技能をもったものづくり人材の育成に力を入れているか

（複数回答）                        （単位：％） 

 
 

 
業種別に、割合が高かった上位３つをあげると、図表３－１－１７のとおりとなった。業

種によっては、「生産工程を改善する知識・技能」（プラスチック製品製造業など）や「設計・

開発能力」（生産用機械器具製造業など）がトップにあがっているところもある。

 

49.6

42.1

39.6

33.6

31.5

28.6

26.7

26.4

25.4

24.4

23.1

23.0

20.5

12.0

10.7

8.8

8.2

1.5

1.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

単独で多工程を処理する技能

生産工程を改善する知識・技能

品質管理や検査・試験の知識・技能

設計・開発能力

工程管理に関する知識

生産の最適化のための生産技術

設備の保全や改善の知識・技能

ＮＣ機やＭＣのプログラミング技能

複数の技術に関する幅広い知識

組み立て・調整の技能

特定の技術に関する高度な専門知識

高度に卓越した熟練技能

生産設備の保守・管理技術

自動機の段取り替えをする技能

製品の企画・構想段階から問題点を把握し、改善提案を行うコンサルティング能力

プロジェクト管理能力

革新的技術を創造していく能力

その他

無回答
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図表３－１－１７ 各業種で割合が高かった上位 3 つ（どのような知識・技能をもったものづくり人

材の育成に力を入れているか）（複数回答）         （単位：％） 

 企業規模別にみると、「30 人未満」と「30～99 人」では「単独で多工程を処理する技能」

の割合が最も高くなっており、「100～299人」と「300人以上」では「生産工程を改善する

知識・技能」が最も高い（図表３－１－１８）。

図表３－１－１８ 現在、どのような知識・技能をもったものづくり人材の育成に力を入れているか 

（規模別、複数回答）                （単位：％） 

 

n

単
独
で
多
工
程
を
処
理
す
る
技
能

生
産
工
程
を
改
善
す
る
知
識
・
技
能

品
質
管
理
や
検
査
・
試
験
の
知
識
・
技
能

設
計
・
開
発
能
力

工
程
管
理
に
関
す
る
知
識

生
産
の
最
適
化
の
た
め
の
生
産
技
術

設
備
の
保
全
や
改
善
の
知
識
・
技
能

Ｎ
Ｃ
機
や
Ｍ
Ｃ
の
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
技
能

複
数
の
技
術
に
関
す
る
幅
広
い
知
識

組
み
立
て
・
調
整
の
技
能

特
定
の
技
術
に
関
す
る
高
度
な
専
門
知
識

高
度
に
卓
越
し
た
熟
練
技
能

生
産
設
備
の
保
守
・
管
理
技
術

自
動
機
の
段
取
り
替
え
を
す
る
技
能

製
品
の
企
画
・
構
想
段
階
か
ら
問
題
点
を

把
握
し

改
善
提
案
を
行
う
コ
ン
サ
ル

テ

ン
グ
能
力

プ
ロ
ジ

ク
ト
管
理
能
力

革
新
的
技
術
を
創
造
し
て
い
く
能
力

そ
の
他

無
回
答

３０人未満 1,767 50.8 36.4 35.8 29.9 28.2 24.3 21.8 28.5 25.8 22.6 21.4 23.8 16.8 11.4 9.0 6.3 6.3 1.5 1.0

３０～９９人 1,711 49.1 46.3 45.9 34.6 35.2 30.5 31.8 25.7 24.3 24.1 23.0 20.3 22.7 13.3 11.1 9.1 7.6 1.3 0.8

１００～２９９人 573 50.6 53.6 46.2 45.5 38.4 41.0 34.2 23.4 24.6 28.8 25.1 23.7 28.8 14.1 15.0 12.7 9.9 2.1 0.7

３００人以上 158 56.3 67.7 48.1 64.6 42.4 48.7 55.7 23.4 34.2 30.4 39.2 32.9 45.6 19.0 25.9 27.8 29.7 1.3 0.6

n
第1位 第2位 第3位

プラスチック製品製造業 683 生産工程を改善する知識・技能　49.5 品質管理や検査・試験の知識・技能　46.6 単独で多工程を処理する技能　44.7

鉄鋼業 246 単独で多工程を処理する技能　50.8 生産工程を改善する知識・技能　39.4 設備の保全や改善の知識・技能　37.4

非鉄金属製造業 251 生産工程を改善する知識・技能　49.4 単独で多工程を処理する技能　47.0 品質管理や検査・試験の知識・技能　39.4

金属製品製造業 1,708 単独で多工程を処理する技能　54.3 品質管理や検査・試験の知識・技能　41.5 ＮＣ機やＭＣのプログラミング技能　36.3

はん用機械器具製造業 193 単独で多工程を処理する技能　53.4 設計・開発能力　49.2 生産工程を改善する知識・技能　43.0

生産用機械器具製造業 541 設計・開発能力　61.4 単独で多工程を処理する技能　48.2 組み立て・調整の技能　41.2

業務用機械器具製造業 267 設計・開発能力　54.7 単独で多工程を処理する技能　45.3 組み立て・調整の技能　35.2

電子部品・デバイス・電子回路製造業 262 単独で多工程を処理する技能　45.8 生産工程を改善する知識・技能　44.3 品質管理や検査・試験の知識・技能　40.5

電気機械器具製造業 652 設計・開発能力　50.0 単独で多工程を処理する技能　46.6 品質管理や検査・試験の知識・技能　41.0

情報通信機械器具製造業 62 設計・開発能力　46.8
工程管理に関する知識／品質管理や検
査・試験の知識・技能　（同率の第2位）

38.7

輸送用機械器具製造業 674 単独で多工程を処理する技能　53.7 生産工程を改善する知識・技能　48.4 品質管理や検査・試験の知識・技能　47.0

その他 246 単独で多工程を処理する技能　40.2 生産工程を改善する知識・技能　35.4 品質管理や検査・試験の知識・技能　33.7

－ 27 －
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５．ものづくり人材の育成・能力開発を目的とした具体的取り組み

 ものづくり人材の育成・能力開発を目的として、どのような取り組みを実施しているか尋

ねたところ（複数回答）、「日常業務の中で上司や先輩が指導する」が 84.9％で最も多く、次

いで、「仕事の内容を吟味して、やさしい仕事から難しい仕事へと経験させる」（50.7％）、「作

業標準書や作業手順書の活用」（41.1％）、「主要な担当業務のほかに、関連する業務もローテ

ーションで経験させる」（31.7％）、「研修などの Off-JT（職場を離れた教育訓練）を実施し

ている」（27.0％）などの順で割合が高かった（図表３－１－１９）。

図表３－１－１９ ものづくり人材の育成・能力開発を目的とした具体的な取り組み（複数回答） 

 （単位：％） 

 

 企業規模別にみると、「日常業務の中で上司や先輩が指導する」については、規模の大小に

かかわらず高い割合となっており、「仕事の内容を吟味して、やさしい仕事から難しい仕事へ

と経験させる」も規模によって割合に大きな差はない（図表３－１－２０）。一方、「主要な

担当業務のほかに、関連する業務もローテーションで経験させる」や「作業標準書や作業手

順書の活用」、「研修などの Off-JT（職場を離れた教育訓練）を実施している」、「自己啓発活

動3を支援している」では、規模が大きくなるほど割合が高くなっており、規模間で実施割合

に差がみられる。

                                                 
3 自己啓発活動について、調査票上では「通信教育の受講、テキストの購入、セミナー参加など、職業に関する

能力を自発的に開発・向上させるための活動」との例示を加えている。 

84.9

50.7

41.1

31.7

27.0

17.2

17.2

7.9

1.6

1.2

1.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

日常業務の中で上司や先輩が指導する

仕事の内容を吟味して、やさしい仕事から難しい仕事へと経験させる

作業標準書や作業手順書の活用

主要な担当業務のほかに、関連する業務もローテーションで経験させる

研修などのＯｆｆ－ＪＴ（職場を離れた教育訓練）を実施している

新規の業務にチャレンジさせる

自己啓発活動（通信教育の受講、テキストの購入、セミナー参加など、職業

に関する能力を自発的に開発・向上させるための活動）を支援している

課題を与えて、解決策を検討させている

これらの取り組みは実施していない

無回答

その他
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図表３－１－２０ ものづくり人材の育成・能力開発を目的とした具体的な取り組み（規模別、複数

回答）                          （単位：％） 

 

６．Off-JTの実施状況

（１）現在、実施している Off-JTの内容

 ものづくり人材の育成・能力開発を目的とした取り組み（複数回答）において「研修など

の Off-JT（職場を離れた教育訓練）を実施している」をあげた企業（n=1,562）に対し、現

在実施しているOff-JTの内容について尋ねた。

結果をみると、「仕事や作業をスムーズに進める上で必要な専門知識・技能を習得させるも

の」（49.9％）、「仕事に関連した資格の取得をめざすもの 」（46.0％）、「４Ｓ（整理・整頓・

清掃・清潔）など、仕事をする上で基本的な心構えを身につけさせるもの」（42.6％）はそれ

ぞれ 4割以上の企業があげ、「OJTでは習得が難しい体系的な知識・技能を習得させるもの」

（39.1％）、「主任、課長、部長など階層ごとに求められる知識・技能を習得させるもの」（36.4％）

は 3割以上の企業があげた（図表３－１－２１）。 

84.4

52.9

29.5

16.5

34.2

5.1

18.6

10.8

1.0

2.3

0.8

86.8

50.3

33.9

16.1

46.8

8.0

32.8

19.6

1.2

1.0

0.8

91.1

47.5

40.3

20.9

60.2

13.3

48.9

32.1

0.7

0.0

0.5

92.4

50.0

53.8

32.9

67.7

32.3

62.7

54.4

3.8

0.0

0.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

日常業務の中で上司や先輩が指導する

仕事の内容を吟味して、やさしい仕事から難しい仕事へと経験させる

主要な担当業務のほかに、関連する業務もローテーションで経験させる

新規の業務にチャレンジさせる

作業標準書や作業手順書の活用

課題を与えて、解決策を検討させている

研修などのＯｆｆ－ＪＴ（職場を離れた教育訓練）を実施している

自己啓発活動を支援している

その他

１～９のような取り組みは実施していない

無回答

３０人未満

３０～９９人

１００～２９９人

３００人以上
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企業規模別にみると、「OJTでは習得が難しい体系的な知識・技能を習得させるもの」、「主

任、課長、部長など階層ごとに求められる知識・技能を習得させるもの」、「グループ・ディ

スカッション、ワークショップなどの形式で様々な課題について検討していくもの」では規

模による割合の差が大きくなっており、規模が大きくなるほど割合が高まる。

 

図表３－１－２１ 現在、実施している Off－JTの内容（規模別、複数回答）    （単位：％） 

 

 

49.9

46.0

42.6

39.1

36.4

25.5

19.9

2.0

1.4

47.4

40.4

41.3

33.4

22.8

23.4

16.1

2.4

1.2

49.8

47.5

43.6

37.5

34.5

26.0

16.9

1.6

2.0

54.6

51.1

37.9

50.0

54.3

25.0

26.8

2.9

0.7

57.6

52.5

35.4

58.6

76.8

32.3

43.4

0.0

0.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

仕事や作業をスムーズに進める上で必要な専門知識・技能を習得させるもの

仕事に関連した資格の取得をめざすもの

４Ｓ（整理・整頓・清掃・清潔）など、仕事をする上で基本的な心構えを身につけさせるもの

ＯＪＴでは習得が難しい体系的な知識・技能を習得させるもの

主任、課長、部長など階層ごとに求められる知識・技能を習得させるもの

新たに導入された（あるいは導入予定の）設備機器等の操作方法に関する知識・技能を習得さ

せるもの

グループ・ディスカッション、ワークショップなどの形式で様々な課題について検討していくもの

その他

無回答

計（n=1,562）

３０人未満（n=329）

３０～９９人（n=562）

１００～２９９人（n=280）

３００人以上（n=99）
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（２）Off-JTをどのように実施しているか

 ものづくり人材の育成・能力開発を目的とした取り組み（複数回答）において「研修など

の Off-JT（職場を離れた教育訓練）を実施している」をあげた企業（n=1,562）に対し、Off-JT
をどのように実施しているか尋ねたところ、「取引先や使用機器メーカーが実施する研修を活

用」が 40.5％で最も多く、次いで、「業界団体・協同組合が実施する研修を活用」（39.7％）、

「民間教育訓練機関が実施する研修を活用」（36.0％）、「熟練技能者など社内の人材を活用」

（29.6％）、「ポリテクセンターが実施する研修を活用」（26.3％）、「親会社・関連会社が実施

する研修を活用」（25.9％）などの順で多かった（図表３－１－２２）。

 企業規模別にみると、規模が小さいところでは比較的、取引先など外部機関を活用する企

業が多い。一方、「300 人以上」の企業では、「熟練技能者など社内の人材を活用」している

ところが 50.5％と約半数に達し、「民間教育訓練機関が実施する研修を活用」している

（57.6％）は 6割弱に及んでいる。

図表３－１－２２ Off-JTをどのように実施しているか（規模別、複数回答）     （単位：％） 
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無
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答

計 1,562 40.5 39.7 36.0 29.6 26.3 25.9 17.7 11.4 2.6 5.2 2.5

【従業員規模】

３０人未満（n=329） 329 38.9 34.3 28.6 26.4 25.8 17.0 19.5 11.9 0.9 5.5 2.4

３０～９９人（n=562） 562 43.8 47.2 33.6 26.5 27.4 23.3 20.3 14.6 2.5 5.5 2.0

１００～２９９人（n=280） 280 41.8 41.8 49.3 28.2 30.0 38.2 16.1 9.3 2.5 6.8 0.4

３００人以上（n=99） 99 31.3 31.3 57.6 50.5 16.2 51.5 9.1 6.1 8.1 3.0 2.0
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７．ものづくり人材の教育訓練を行うにあたっての環境整備

 ものづくり人材の教育訓練を行うにあたって、どのような環境整備を行っているか尋ねた

ところ（複数回答）、「改善提案の奨励」が 36.1％で最も多く、次いで、「自社の技能マップ

の作成」（20.6％）、「小集団活動やＱＣサークルの奨励」（20.2％）、「技術伝承のための仕組

みの整備」（18.6％）、「ものづくり人材ごとの育成計画の作成」（12.9％）などの順で多くな

っている（図表３－１－２３）。「特に何も行っていない」は 24.3％で、72.0％の企業が何ら

かの環境整備を行っている。

 企業規模別にみると、「改善提案の奨励」は「300 人以上」では 7割（70.3％）の企業が行

っており、「小集団活動や QC サークルの奨励」も 62.7％の企業が行っている。一方、「30
人未満」の企業になると、「特に何も行っていない」が 3割を超える（35.2％）。

 

図表３－１－２３ ものづくり人材の教育訓練を行うにあたっての環境整備（複数回答） （単位：％） 

 
注）チューター制度：新入社員に先輩社員がマンツーマンでついてＯＪＴなどを行う新人育成のための制度。メンター制度：上司

とは別に指導・相談役となる先輩社員が新入社員をサポートする制度。技能マップ：自社の各技能者が保有する技能を種類・

水準ごとに整理したもの。 

８．熟練技能の伝承に向けた取り組み

ものづくり人材の教育訓練を行うにあたっての環境整備において（複数回答）、「技術伝承

のための仕組みの整備」をあげた企業（n=1,078）に対し、熟練技能の伝承に向け、どのよ

うな取り組みを行っているか尋ねたところ、「再雇用や勤務延長による高年齢従業員の活用」

が 57.5％で最も多く、次いで「育成対象の技能者ごとに専任の指導者を配置」（29.0％）、「伝

承すべき技能のテキスト化・マニュアル化」（28.0％）、「社内研修など Off-JTの強化」（18.9％）

「技能を習得した者に対する顕彰・報奨」（15.9％）などの順で多かった（図表３－１－２４）。

業種別にみると、「再雇用や勤務延長による高年齢従業員の活用」をあげる企業の割合が「は

ん用機械器具製造業」（64.9％）、「生産用機械器具製造業」（65.6％）、「業務用機械器具製造

業」（72.2％）、「輸送用機械器具製造業」（66.9％）において 6割以上に達している。

 企業規模別にみると、規模の大きいところでは、「再雇用や勤務延長による高年齢従業員の
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計 5,785 36.1 20.6 20.2 18.6 12.9 11.5 10.7 9.5 3.1 1.8 24.3 3.7 72.0 24.3

【従業員規模】 

３０人未満 1,767 25.7 14.3 10.6 17.2 9.8 10.8 7.1 5.5 1.4 1.8 35.2 3.0 61.8 35.2

３０～９９人 1,711 44.1 25.9 23.4 18.3 14.8 11.2 11.3 11.1 2.6 2.2 16.8 2.1 81.1 16.8

１００～２９９人 573 56.0 35.3 45.0 22.2 19.0 16.1 16.4 16.8 5.9 1.7 7.0 1.9 91.1 7.0

３００人以上 158 70.3 39.2 62.7 35.4 29.1 31.6 34.8 24.7 19.6 1.3 1.9 0.0 98.1 1.9
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活用」だけでなく、「伝承すべき技能のテキスト化・マニュアル化」や「社内研修など Off-JT
の強化」の割合も高い。

図表３－１－２４ 熟練技能伝承へ向け、どのような取り組みを行っているか（複数回答） （単位：％） 
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計 1,078 57.5 29.0 28.0 18.9 15.9 12.2 6.0 1.7 5.3 0.8

【業種】

プラスチック製品製造業 90 45.6 22.2 41.1 21.1 16.7 12.2 7.8 1.1 7.8 1.1

鉄鋼業 41 53.7 39.0 34.1 14.6 17.1 19.5 0.0 0.0 7.3 0.0

非鉄金属製造業 47 55.3 27.7 34.0 10.6 2.1 6.4 2.1 2.1 10.6 0.0

金属製品製造業 334 54.2 31.1 24.0 16.8 17.1 12.6 5.4 1.2 4.8 1.5

はん用機械器具製造業 37 64.9 21.6 24.3 24.3 5.4 5.4 10.8 2.7 0.0 2.7

生産用機械器具製造業 131 65.6 31.3 14.5 19.1 16.0 13.7 6.1 2.3 5.3 0.8

業務用機械器具製造業 54 72.2 27.8 25.9 18.5 22.2 11.1 7.4 0.0 1.9 0.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 32 56.3 18.8 62.5 37.5 12.5 9.4 3.1 0.0 0.0 0.0

電気機械器具製造業 122 53.3 33.6 29.5 18.9 17.2 13.1 4.9 3.3 5.7 0.0

情報通信機械器具製造業 10 50.0 20.0 50.0 20.0 20.0 20.0 10.0 10.0 20.0 0.0

輸送用機械器具製造業 130 66.9 24.6 29.2 23.8 16.2 12.3 10.8 1.5 6.2 0.0

その他 50 52.0 30.0 28.0 12.0 16.0 8.0 2.0 2.0 2.0 2.0

【従業員規模】 

３０人未満 304 57.2 30.9 21.4 13.2 13.8 8.9 2.6 1.0 5.3 1.0

３０～９９人 313 60.4 26.5 31.0 19.8 13.4 14.1 3.8 2.6 4.5 0.3

１００～２９９人 127 61.4 26.0 44.9 26.8 26.0 18.1 7.9 0.8 1.6 0.8

３００人以上 56 75.0 26.8 46.4 41.1 23.2 7.1 32.1 0.0 1.8 1.8
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９．教育訓練の成果

ものづくり人材に対する教育訓練の取り組みにおいて、成果があがっているか尋ねたとこ

ろ、「成果があがっている」が 6.2％、「ある程度成果があがっている」が 57.4％、「あまり成

果があがっていない」が 24.8％、「成果があがっていない」が 5.5％で、成果があがっている

企業が全体の 6割以上を占めた（図表３－１－２５）。

企業規模別にみると、規模が大きくなるほど成果があがっている（「成果があがっている」

＋「ある程度成果があがっている」）とする企業割合が高くなる。

 
図表３－１－２５ ものづくり人材に対する教育訓練の取り組みの成果   （単位：％） 
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11.4
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13.3
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2.4

0.6

6.1

6.8

3.4

2.1

計（n=5,785）

【従業員規模】

３０人未満（n=1,767）

３０～９９人（n=1,711）

１００～２９９人（n=573）

３００人以上（n=158）

成果があがっている ある程度成果があがっている あまり成果があがっていない 成果があがっていない 無回答
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１０．ものづくり人材の定着

（１）定着率

①新卒採用

 ものづくり人材において、採用した後、3 年を超えても勤める人の割合について、現在の

状況を尋ねた。

新卒採用者について、選択肢のなかで「該当者はいない」と回答した企業と、無回答だっ

た企業を除いて集計したところ、「100％」が 27.1％、「9 割台」が 20.0％、8 割台が 12.9％
などとなり、8割台以上とする企業の割合が全体の 60.0％を占めた（図表３－１－２６）。

 業種別にみると、「100％」とする企業割合は「電気機械器具製造業」で 36.9％と最も高か

った。また、「非鉄金属製造業」（71.4％）と「電子部品・デバイス・電子回路製造業」（72.5％）

で、8割台以上とする企業が 7割に達している。

 企業規模別にみると、8割台以上とする企業割合は「300人以上」（83.2％）では 8割を超

えているが、「30 人未満」（49.3％）では半数弱にとどまり、規模が小さくなるほど 8割台以

上の企業割合は低下する。

図表３－１－２６ 新卒採用後、3年を超えても勤めているものづくり人材のおおよその割合（定着率）

※該当者なし、無回答を除いて集計             （単位：％） 
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計 2,948 9.4 1.7 3.1 1.3 11.1 4.6 8.8 12.9 20.0 27.1 60.0 40.0

【業種】

プラスチック製品製造業 278 9.4 2.9 4.0 2.9 9.7 7.9 9.4 9.7 18.7 25.5 54.0 46.0

鉄鋼業 115 9.6 3.5 1.7 0.0 11.3 5.2 11.3 16.5 25.2 15.7 57.4 42.6

非鉄金属製造業 126 9.5 2.4 0.0 0.0 7.1 5.6 4.0 18.3 26.2 27.0 71.4 28.6

金属製品製造業 851 10.1 2.2 4.5 2.0 12.6 3.8 9.6 12.3 15.6 27.3 55.2 44.8

はん用機械器具製造業 121 9.9 1.7 1.7 0.0 9.9 4.1 10.7 5.8 22.3 33.9 62.0 38.0

生産用機械器具製造業 326 11.0 0.3 2.8 0.6 12.6 5.5 7.1 14.4 17.8 27.9 60.1 39.9

業務用機械器具製造業 137 8.8 2.2 2.2 0.7 11.7 1.5 7.3 17.5 18.2 29.9 65.7 34.3

電子部品・デバイス・電子回路製造業 138 11.6 0.7 0.7 1.4 6.5 2.2 4.3 18.8 26.8 26.8 72.5 27.5

電気機械器具製造業 347 6.1 1.2 2.6 1.2 10.4 3.7 7.5 8.6 21.9 36.9 67.4 32.6

情報通信機械器具製造業 36 8.3 0.0 2.8 0.0 13.9 11.1 2.8 19.4 13.9 27.8 61.1 38.9

輸送用機械器具製造業 383 8.1 1.0 2.6 1.0 12.0 5.5 12.0 13.3 25.6 18.8 57.7 42.3

その他 90 12.2 2.2 5.6 0.0 7.8 2.2 8.9 14.4 18.9 27.8 61.1 38.9

【従業員規模】 

３０人未満 688 16.1 2.0 5.8 1.7 15.0 2.8 7.3 8.4 11.6 29.2 49.3 50.7

３０～９９人 1,013 7.0 1.6 2.7 1.5 11.3 5.7 9.7 14.0 18.0 28.6 60.6 39.4

１００～２９９人 479 4.0 0.8 1.3 1.0 4.6 4.4 9.8 16.7 32.6 24.8 74.1 25.9

３００人以上 149 0.7 0.0 0.0 0.0 2.7 2.0 11.4 17.4 49.7 16.1 83.2 16.8
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 新卒採用の女性について、同様に集計した結果をみると、8 割台以上とする企業が全体の

61.9％を占めた（図表３－１－２７）。

 業種別にみると、「非鉄金属製造業」（73.5％）のみ、8 割台以上とする企業割合が 7 割超

となっている。企業規模別にみると、「30 人未満」の企業では「2 割未満」が 35.7％と 3 割

以上に達している。男女計の結果と同様に、8 割台以上の企業割合は規模が小さくなるほど

低下する傾向にあり、「300 人以上」で 83.6％、「100～299 人」で 72.1％、「30～99 人」で

60.2％、「30人未満」で 46.6％という結果となっている。

図表３－１－２７ 新卒採用後、3 年を超えても勤めている女性ものづくり人材のおおよその割合 

（定着率）     ※該当者なし、無回答を除いて集計     （単位：％） 
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計 1,406 16.4 2.7 2.1 0.9 7.3 4.0 4.7 8.0 14.7 39.3 61.9 38.1

【業種】

プラスチック製品製造業 163 13.5 2.5 3.7 0.6 11.0 6.7 6.7 8.0 14.1 33.1 55.2 44.8

鉄鋼業 48 22.9 0.0 0.0 0.0 12.5 0.0 2.1 18.8 16.7 27.1 62.5 37.5

非鉄金属製造業 68 14.7 0.0 0.0 1.5 2.9 1.5 5.9 8.8 20.6 44.1 73.5 26.5

金属製品製造業 364 19.8 3.3 2.2 1.6 6.9 2.7 4.7 6.3 10.2 42.3 58.8 41.2

はん用機械器具製造業 41 14.6 2.4 2.4 0.0 4.9 4.9 4.9 4.9 7.3 53.7 65.9 34.1

生産用機械器具製造業 115 20.0 0.9 0.9 0.0 5.2 5.2 1.7 4.3 10.4 51.3 66.1 33.9

業務用機械器具製造業 65 15.4 4.6 4.6 0.0 9.2 1.5 3.1 10.8 16.9 33.8 61.5 38.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 92 13.0 4.3 1.1 1.1 10.9 5.4 3.3 16.3 18.5 26.1 60.9 39.1

電気機械器具製造業 196 12.8 3.1 3.1 0.0 5.6 4.6 4.6 6.6 16.3 43.4 66.3 33.7

情報通信機械器具製造業 22 9.1 4.5 4.5 0.0 4.5 4.5 4.5 13.6 22.7 31.8 68.2 31.8

輸送用機械器具製造業 187 13.4 3.2 1.6 1.6 5.9 4.8 6.4 7.5 21.4 34.2 63.1 36.9

その他 45 28.9 0.0 0.0 0.0 8.9 2.2 4.4 4.4 8.9 42.2 55.6 44.4

【従業員規模】 

３０人未満 221 35.7 3.2 3.2 0.5 5.4 2.7 2.7 4.1 6.3 36.2 46.6 53.4

３０～９９人 490 15.5 3.3 2.4 1.4 9.4 2.9 4.9 7.3 11.4 41.4 60.2 39.8

１００～２９９人 301 8.3 1.7 1.0 0.3 6.0 5.3 5.3 10.0 18.3 43.9 72.1 27.9

３００人以上 122 0.8 0.0 0.8 0.8 1.6 4.1 8.2 13.9 35.2 34.4 83.6 16.4
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②中途採用

 中途採用者について同様に集計した結果（選択肢のなかで「該当者はいない」と回答した

企業と、無回答だった企業を除いた集計）をみると、3年後定着率が「100％」とする企業が

20.5％、「9割台」が 19.9％、8割台が 18.3％などとなり、8割台以上の企業割合は 58.7％と

なっている（図表３－１－２８）。

 業種別にみると、8割台以上の企業割合はどの業種も 50％台～60％台となっている。企業

規模別にみると、新卒採用の場合と同様に、8 割台以上とする企業割合は規模が小さくほど

低下する（「300 人以上」が 77.2％に対し、「30人未満」は 56.8％など）。

図表３－１－２８ 中途採用後、3年を超えても勤めているものづくり人材のおおよその割合（定着率）      

※該当者なし、無回答を除いて集計      （単位：％） 

 

 中途採用者の女性で同様に集計した結果をみると、3 年後定着率が「2 割未満」の企業は

10.2％と、新卒採用者の女性における同割合（16.4％）よりも低かった（図表３－１－２９）。

ただ、8 割台以上の企業割合は 62.6％で、新卒採用者の女性における同割合（61.9％）とほ

ぼ同じ割合となっている。業種別にみると、「はん用機械器具製造業」（48.7％）と「生産用

機械器具製造業」（43.4％）では「100％」とする企業が 4 割以上に達した。「はん用機械器
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計 4,788 3.0 1.4 3.9 2.2 11.7 6.3 12.8 18.3 19.9 20.5 58.7 41.3

【業種】

プラスチック製品製造業 559 3.6 1.4 4.8 2.3 12.2 7.2 14.0 15.9 20.0 18.6 54.6 45.4

鉄鋼業 202 4.0 1.0 2.0 2.0 13.4 9.9 11.9 15.3 25.2 15.3 55.9 44.1

非鉄金属製造業 210 3.3 2.4 3.3 1.4 13.3 7.1 10.0 16.7 21.0 21.4 59.0 41.0

金属製品製造業 1,444 2.5 1.5 4.1 3.3 12.6 7.1 13.4 18.1 18.1 19.4 55.6 44.4

はん用機械器具製造業 169 2.4 2.4 2.4 1.8 7.7 7.7 11.2 17.8 19.5 27.2 64.5 35.5

生産用機械器具製造業 453 2.2 1.3 3.8 1.1 10.6 5.3 13.2 20.5 19.6 22.3 62.5 37.5

業務用機械器具製造業 215 2.8 1.4 3.7 1.4 9.3 4.7 14.9 15.3 21.4 25.1 61.9 38.1

電子部品・デバイス・電子回路製造業 205 3.4 0.5 1.5 0.5 12.7 4.9 10.7 19.5 23.9 22.4 65.9 34.1

電気機械器具製造業 511 2.3 1.0 3.7 1.6 10.4 3.9 11.5 19.0 21.5 25.0 65.6 34.4

情報通信機械器具製造業 45 4.4 2.2 4.4 4.4 15.6 6.7 8.9 15.6 13.3 24.4 53.3 46.7

輸送用機械器具製造業 582 4.1 0.9 4.1 2.2 12.7 5.7 13.2 20.4 20.8 15.8 57.0 43.0

その他 193 3.1 1.6 7.8 1.6 7.8 6.7 11.4 19.7 17.1 23.3 60.1 39.9

【従業員規模】 

３０人未満 1,514 3.9 2.0 4.7 2.3 13.3 5.5 11.5 15.9 19.0 21.9 56.8 43.2

３０～９９人 1,461 2.2 1.0 3.5 2.5 11.8 7.0 14.7 20.3 17.3 19.7 57.3 42.7

１００～２９９人 484 2.5 0.0 2.9 2.1 6.8 7.2 12.4 19.4 26.2 20.5 66.1 33.9

３００人以上 136 2.2 0.7 0.7 1.5 4.4 5.1 8.1 18.4 32.4 26.5 77.2 22.8
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具製造業」（71.1％）は唯一、8割台以上の企業割合が 7割に達している。

 企業規模別にみると 8割台以上とする企業割合は規模が小さくほど低くなる。

図表３－１－２９ 中途採用後、3 年を超えても勤めている女性ものづくり人材のおおよその割合 

（定着率）※該当者なし、無回答を除いて集計        （単位：％） 

 

（２）定着状況への評価

 現在のものづくり人材の定着状況について、どのように考えているか尋ねたところ、「非常

に問題視している」が 23.3％、「やや問題視している」が 36.7％、「あまり問題視していない」

が 31.3％、「まったく問題視していない」が 6.4％で、程度の差こそあれ、問題視している企

業が全体の 60.0％を占めた（図表３－１－３０）。

 業種別にみると、「非常に問題視している」の割合が最も高かったのは「金属製品製造業」

（26.8％）で、一方、「まったく問題視していない」の割合が最も高かったのは「情報通信機

械器具製造業」（12.9％）だった。企業規模別にみると、「30 人未満」（24.8％）と「30～99
人」（22.9％）において、「非常に問題視している」とする企業割合が 20％を超えた。
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計 2,568 10.2 2.8 2.7 2.9 8.5 3.7 6.7 13.0 16.8 32.7 62.6 37.4

【業種】

プラスチック製品製造業 333 6.9 3.3 3.9 3.0 11.4 4.5 11.7 15.3 16.8 23.1 55.3 44.7

鉄鋼業 93 10.8 1.1 1.1 4.3 12.9 1.1 4.3 9.7 17.2 37.6 64.5 35.5

非鉄金属製造業 118 11.9 2.5 6.8 2.5 5.9 3.4 5.9 11.0 16.1 33.9 61.0 39.0

金属製品製造業 754 11.3 3.7 2.1 2.7 9.4 3.6 5.7 10.9 15.4 35.3 61.5 38.5

はん用機械器具製造業 76 9.2 2.6 5.3 3.9 1.3 3.9 2.6 10.5 11.8 48.7 71.1 28.9

生産用機械器具製造業 205 12.2 2.4 1.5 2.9 6.8 2.0 2.9 12.2 13.7 43.4 69.3 30.7

業務用機械器具製造業 114 11.4 2.6 1.8 2.6 6.1 2.6 7.9 11.4 15.8 37.7 64.9 35.1

電子部品・デバイス・電子回路製造業 137 8.0 1.5 1.5 2.2 7.3 6.6 7.3 21.2 23.4 21.2 65.7 34.3

電気機械器具製造業 313 6.7 2.2 1.6 3.5 8.9 4.2 6.4 15.7 20.8 30.0 66.5 33.5

情報通信機械器具製造業 28 14.3 0.0 10.7 3.6 14.3 7.1 10.7 7.1 10.7 21.4 39.3 60.7

輸送用機械器具製造業 306 11.1 2.9 2.6 2.9 7.2 3.3 7.2 12.4 17.6 32.7 62.7 37.3

その他 91 15.4 1.1 5.5 1.1 5.5 3.3 6.6 17.6 16.5 27.5 61.5 38.5

【従業員規模】 

３０人未満 787 10.8 4.2 3.0 2.8 10.7 3.0 5.8 11.2 14.4 34.1 59.6 40.4

３０～９９人 818 9.2 2.6 3.2 3.2 8.7 4.2 7.2 13.8 16.0 32.0 61.9 38.1

１００～２９９人 286 9.8 1.4 0.3 2.1 6.6 4.2 5.9 15.7 19.9 33.9 69.6 30.4

３００人以上 89 1.1 2.2 1.1 1.1 4.5 3.4 10.1 12.4 33.7 30.3 76.4 23.6

調査シリーズNo.166

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



 
 

図表３－１－３０ 現在のものづくり人材の定着状況をどのように考えているか  （単位：％） 

 

（３）定着を促すための施策

 ものづくり人材の定着を促すための施策として、実際に取り組んだことがあるものを選ん

でもらった（複数回答）。結果をみると、「賃金水準の向上」が 52.3％で最も多く、次いで、

「能力を処遇に反映」（43.2％）、「会社の経営方針や経営戦略の従業員への明示」（36.3％）、

「業績を処遇に反映」（31.6％）、「職場の人間関係の改善」（30.6％）、「能力開発・教育訓練

の実施」（28.4％）などの順で多かった（図表３－１－３１）。

 企業規模別にみると、「賃金水準の向上」は規模の大小にかかわらず高い割合となっており、

また、規模が小さくなるほど割合が高まる（「30人未満」で 55.3％、「30～99 人」で 51.7％
など）。一方、「会社の経営方針や経営戦略の従業員への明示」、「業績を処遇に反映」、「能力

開発・教育訓練の実施」、「『提案制度』など従業員の意見を吸い上げる取り組み」、「福利厚生

の充実」、「社員の家庭生活（育児・介護）などへの配慮」では、規模が大きくなるほど実施

割合が高くなり、かつ、規模間での実施割合の差が大きくなっている。

 

n

非常に問
題視して

いる

やや問題
視してい

る

あまり問
題視して
いない

まったく
問題視し
ていない

無回答
問題視し

ている
計

問題視し
ていない

計

計 5,785 23.3 36.7 31.3 6.4 2.3 60.0 37.7

【業種】

プラスチック製品製造業 683 25.3 34.8 31.9 5.6 2.3 60.2 37.5

鉄鋼業 246 25.6 37.0 29.3 5.7 2.4 62.6 35.0

非鉄金属製造業 251 23.1 37.8 29.9 8.4 0.8 61.0 38.2

金属製品製造業 1,708 26.8 37.0 29.2 5.0 2.0 63.8 34.2

はん用機械器具製造業 193 22.8 39.9 29.0 6.7 1.6 62.7 35.8

生産用機械器具製造業 541 24.0 35.7 32.2 5.7 2.4 59.7 37.9

業務用機械器具製造業 267 19.1 35.6 35.6 8.6 1.1 54.7 44.2

電子部品・デバイス・電子回路製造業 262 15.6 37.0 36.3 9.2 1.9 52.7 45.4

電気機械器具製造業 652 18.4 34.5 34.7 9.2 3.2 52.9 43.9

情報通信機械器具製造業 62 16.1 32.3 33.9 12.9 4.8 48.4 46.8

輸送用機械器具製造業 674 21.7 42.6 28.9 4.6 2.2 64.2 33.5

その他 246 22.8 29.3 35.8 8.1 4.1 52.0 43.9

【従業員規模】 

３０人未満 1,767 24.8 35.7 30.3 7.4 1.8 60.5 37.7

３０～９９人 1,711 22.9 38.1 31.2 6.3 1.5 61.0 37.5

１００～２９９人 573 18.0 39.4 36.1 5.6 0.9 57.4 41.7

３００人以上 158 15.8 44.3 32.3 7.0 0.6 60.1 39.2
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図表３－１－３１ ものづくり人材の定着を促すための施策のうち、実際に取り組んだことがあるも

の（複数回答）                      （単位：％） 

１１．ものづくり人材の確保・育成における課題

 ものづくり人材の確保・育成において、どのようなことが課題となっているか尋ねたとこ

ろ（複数回答）、「若年ものづくり人材を十分に確保できない」が 45.6％で最も多く、次いで

「指導される側の能力や意欲が不足している」（36.4％）、「指導する側の人材が不足している」

（34.8％）、「育成を行う時間がない」（33.9％）、「指導する側の能力や意欲が不足している」

（28.8％）、「社員間のコミュニケーションが不足している」（24.5％）などの順で多かった（図

表３－１－３２）。

 企業規模別にみると、「30人未満」と「30～99人」では「若年ものづくり人材を十分に確

保できない」の割合が最も高かったが（それぞれ 52.1％、46.7％）、「100～299 人」では「指

導する側の人材が不足している」（43.6％）、「300 人以上」では「育成を行う時間がない」

（55.7％）の割合が最も高い。

図表３－１－３２ ものづくり人材の確保・育成における課題（複数回答）       （単位：％） 
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計 5,785 52.3 43.2 36.3 31.6 30.6 28.4 25.8 22.6 17.4 17.0 11.8 7.9 6.8 1.6 0.7 8.5 1.0

【従業員規模】 

３０人未満 1,767 55.3 42.9 33.4 29.7 31.5 21.7 18.7 22.2 17.6 16.1 13.4 7.1 5.1 1.0 1.0 9.7 0.8

３０～９９人 1,711 51.7 45.7 41.0 34.0 28.5 32.8 32.8 21.4 15.3 16.8 12.0 7.7 6.4 1.8 0.7 7.1 0.4

１００～２９９人 573 47.1 45.9 44.0 37.2 28.6 45.7 40.7 28.1 19.0 21.6 8.0 11.5 9.4 2.6 0.5 5.4 0.2

３００人以上 158 42.4 50.6 53.2 49.4 32.3 57.6 34.8 37.3 26.6 34.8 10.1 22.2 22.8 8.2 0.6 6.3 1.3
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計 5,785 45.6 36.4 34.8 33.9 28.8 24.5 18.2 15.7 12.6 12.0 3.8 1.0 6.8 1.7

【従業員規模】 

３０人未満 1,767 52.1 38.6 31.4 33.2 25.6 22.8 18.8 19.1 10.9 13.9 3.7 1.2 6.9 1.3

３０～９９人 1,711 46.7 37.6 40.4 34.9 32.9 26.3 20.6 14.3 14.1 11.2 3.5 0.8 5.4 1.1

１００～２９９人 573 36.8 33.3 43.6 37.2 35.1 30.0 22.2 11.5 15.7 8.9 4.5 0.9 5.9 0.7

３００人以上 158 29.7 33.5 42.4 55.7 32.9 33.5 17.1 10.1 22.2 8.2 4.4 0.6 1.9 1.9
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第２節 労働生産性の向上に向けた人材育成の取り組み等について

１．労働生産性を向上させるために行っている取り組み（自社の「強み」を伸ばす取り組み）

 労働生産性を向上させる4ために行っている取り組み（自社の「強み」を伸ばす取り組み）

として、どのようなものがあるか尋ねた（複数回答）。

 結果をみると、「改善の積み重ねによるコスト削減」が 55.0％で最も多く、次いで、「受注

の拡大」（44.9％）、「改善の積み重ねによる納期の短縮」（37.3％）、「営業力の強化」（32.7％）、

「従来の製品や技術への付加価値の付与」（31.6％）、「単品、小ロットへの対応」（30.5％）、

「他社にはできない加工技術の確立」（30.0％）、「革新的な新製品や技術の開発」（17.0％）

などの順で多かった（図表３－２－１）。

 企業規模別にみると、どの規模においても「改善の積み重ねによるコスト削減」の割合が

最も高く、かつ、規模が大きくなるほど割合は高まり、「300 人以上」での同割合は 86.1％
と 8 割以上に達している。「従来の製品や技術への付加価値の付与」、「革新的な新製品や技

術の開発」、「新しい生産工程の確立」は規模間での差が大きく、規模の大きいところでの回

答割合の高さが目立つ。

図表３－２－１ 労働生産性を向上させるために行っている取り組み（自社の「強み」を伸ばす取り

組み）（複数回答）                       （単位：％） 

 

 

                                                 
4 本調査では、労働生産性とは、「従業員一人当たりの付加価値」と定義した。また、売上・利益の向上や組織力

のアップなどに結びつく、生産工程の効率化や製品の高付加価値化など自社の「強み」を伸ばす取り組みを実施す

ることを「労働生産性を向上させる」と捉えることとした。 
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計 5,785 55.0 44.9 37.3 32.7 31.6 30.5 30.0 17.0 14.9 11.5 11.4 8.7 0.8 5.9 2.0

【従業員規模】 

３０人未満 1,767 47.1 45.7 36.7 30.4 31.6 33.6 29.7 14.0 12.1 10.4 11.1 5.4 1.0 7.7 1.9

３０～９９人 1,711 60.9 46.2 38.7 34.8 31.2 32.3 27.5 17.8 15.7 10.8 12.2 8.5 0.5 4.6 1.0

１００～２９９人 573 73.8 44.9 40.7 38.6 33.7 27.1 31.2 19.5 19.9 14.7 13.6 18.0 0.7 1.9 0.7

３００人以上 158 86.1 39.2 52.5 39.9 49.4 29.1 38.6 40.5 35.4 25.9 22.8 41.1 0.6 1.3 0.0
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２．労働生産性を向上させる（自社の「強み」を伸ばす）取り組みを進めるための施策

（１）各施策の実施状況と効果 

労働生産性を向上させるために行っている取り組み（自社の「強み」を伸ばす取り組み）

を進めるため、過去 3年間で、＜a．人材確保や人材育成・能力開発＞、＜b．人事労務管理

（労働時間短縮等）＞、＜ｃ．ICT（情報通信技術）化＞、＜ｄ．自動化・機械化＞、＜ｅ．

生産設備・工程の改善＞、＜ｆ．生産管理＞のそれぞれの分野に該当する施策を実施したか

を尋ねるとともに5、実施した企業にのみ、その効果を聞いた。

＜a．人材確保や人材育成・能力開発＞

①該当する施策の実施の有無

 【人材確保や人材育成・能力開発】の分野では、「実施した」が 54.1％、「実施を検討中」

が 16.1％、「実施しなかった」が 18.3％となっている（図表３－２－２）。

 企業規模別にみると、規模が大きくなるほど「実施した」とする企業割合が高くなってお

り、「300 人以上」では 8割（80.1％）が「実施した」と回答した。

図表３－２－２ 労働生産性を向上させるために行っている取り組みを進めるため、過去 3 年間で、

＜a．人材確保や人材育成・能力開発＞に該当する分野の施策を実施したか（単位：％） 

 

②実施した際の効果

 「実施した」と回答した企業（n=2,944）に対し、効果を尋ねると、「非常に効果があった」

が 3.2％、「効果があった」が 64.3％、「あまり効果がなかった」が 30.2％、「効果がなかっ

た」が 2.0％だった（図表３－２－３）。 

                                                 
5 本設問は、労働生産性を向上させるために行っている取り組み（自社の「強み」を伸ばす取り組み）としてど

のようなものがあるか尋ねた設問で、「特に取り組みは行っていない」と回答した以外の企業（n=5,446）が回答し

た。 
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計（n=5,446）

【従業員規模】

３０人未満（n=1,631）

３０～９９人（n=1,633)

１００～２９９人（n=562）

３００人以上（n=156）

実施した 実施を検討中 実施しなかった 無回答
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図表３－２－３ ＜a．人材確保や人材育成・能力開発＞に該当する分野の施策を実施した際の効果 

（単位：％） 

 

③効果があった＜人材確保や人材育成・能力開発＞にかかる施策の具体的な内容

 ＜人材確保や人材育成・能力開発＞に該当する分野の施策を実施し、「非常に効果があった」

もしくは「効果があった」と回答した企業（n=1,987）に対し、効果があった施策の具体的

な内容を尋ねたところ（複数回答）、「正社員の採用の強化」が 50.2％で最も多く、次いで、

「改善提案や小集団活動・ＱＣサークルの奨励」（29.5％）、「技能伝承のための取り組み」

（25.1％）、「自社の技能マップの作成・活用」（18.3％）、「非正社員の正社員への登用」（18.2％）、

などの順で多かった（図表３－２－４）。 

企業規模別にみると、いずれの規模でも「正社員の採用の強化」の割合が最も高い。「改善

提案や小集団活動・ＱＣサークルの奨励」は、規模の大きい企業の方がおおむね実施割合が

高くなっており、一方、「技能伝承のための取り組み」をあげる企業割合は「30 人未満」が

最も高い（31.8％）。

図表３－２－４ 効果があった人材確保や人材育成・能力開発にかかる施策の具体的な内容（複数回

答）                             （単位：％） 

 

 

3.2

3.3

3.2

2.3

2.4

64.3

59.9

64.5

70.1

80.8

30.2

32.1

31.2

26.5

16.0

2.0

4.1

1.1

0.3

0.8

0.4

0.6

0.1

0.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

計（n=2,944）

【従業員規模】

３０人未満（n=807）

３０～９９人（n=947)

１００～２９９人（n=388）

３００人以上（n=125）

非常に効果があった 効果があった あまり効果がなかった 効果がなかった 無回答
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導
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を
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置

す
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の
導

入

そ
の

他

無
回

答

計 1,987 50.2 29.5 25.1 18.3 18.2 15.8 14.9 14.6 11.7 9.4 9.0 3.2 2.6

【従業員規模】 

３０人未満 510 50.6 17.6 31.8 14.9 11.8 11.4 13.1 13.1 9.6 5.5 10.4 4.3 2.0

３０～９９人 641 50.1 32.3 19.5 20.0 20.3 19.2 14.2 16.5 12.8 9.8 7.5 1.9 2.5

１００～２９９人 281 49.5 49.5 18.1 23.8 30.6 19.6 20.3 18.9 14.2 13.9 8.2 2.8 1.8

３００人以上 104 57.7 46.2 19.2 26.0 38.5 27.9 24.0 24.0 16.3 16.3 20.2 5.8 0.0
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＜b．人事労務管理（労働時間短縮等）＞

①該当する施策の実施の有無

【人事労務管理（労働時間短縮等）】の分野では、「実施した」が 22.1％、「実施を検討中」

が 16.4％、「実施しなかった」が 42.7％となっている（図表３－２－５）。

 企業規模別にみると、「300人以上」では「実施した」が過半数（54.5％）だったが、それ

以外の規模ではいずれも「実施した」とする企業割合は 10％台～30％台となっている。

図表３－２－５ 労働生産性を向上させるために行っている取り組みを進めるため、過去 3 年間で、

＜b．人事労務管理（労働時間短縮等）＞に該当する分野の施策を実施したか（単位：％） 

 
②実施した際の効果

 「実施した」と回答した企業（n=1,206）に対し、効果を尋ねると、「非常に効果があった」

が 4.6％、「効果があった」が 57.4％、「あまり効果がなかった」が 33.1％で、「効果がなか

った」が 3.4％だった（図表３－２－６）。

図表３－２－６ ＜b．人事労務管理（労働時間短縮等）＞に該当する分野の施策を実施した際の効果 

（単位：％） 

 

22.1

19.2

22.7

30.4

54.5

16.4

14.1

18.9

20.8

16.0

42.7

48.8

43.3

39.9

25.6

18.7

17.9

15.1

8.9

3.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

計（n=5,446）

【従業員規模】

３０人未満（n=1,631）

３０～９９人（n=1,633)

１００～２９９人（n=562）

３００人以上（n=156）

実施した 実施を検討中 実施しなかった 無回答

4.6

3.5

4.9

4.7

4.7

57.4

57.5

54.3

59.6

65.9

33.1

34.2

35.7

30.4

27.1

3.4

3.8

3.5

4.1

2.4

1.5

1.0

1.6

1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

計（n=1,206）

【従業員規模】

３０人未満（n=313）

３０～９９人（n=370)

１００～２９９人（n=171）

３００人以上（n=85）

非常に効果があった 効果があった あまり効果がなかった 効果がなかった 無回答
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＜ｃ．ICT（情報通信技術）化＞

①該当する施策の実施の有無

【ICT（情報通信技術）化】の分野では、「実施した」が 19.2％、「実施を検討中」が 9.7％、

「実施しなかった」が 51.9％となっている（図表３－２－７）。

企業規模別にみると、「30 人未満」と「30～99 人」では、「実施した」とする割合が 2 割

前後（それぞれ 17.2％、21.0％）にとどまったが、「300 人以上」では 4 割以上（41.7％）

に達した。

図表３－２－７ 労働生産性を向上させるために行っている取り組みを進めるため、過去 3 年間で、

＜ｃ．ICT（情報通信技術）化＞に該当する分野の施策を実施したか  （単位：％） 

 

②実施した際の効果

 「実施した」と回答した企業（n=1,046）に対し、効果を尋ねると、「非常に効果があった」

が 9.3％、「効果があった」が 72.1％、「あまり効果がなかった」が 14.7％、「効果がなかっ

た」が 1.1％と、程度に差こそあれ 8割以上が効果があったとしている（図表３－２－８）。

図表３－２－８ ＜ｃ．ICT（情報通信技術）化＞に該当する分野の施策を実施した際の効果（単位：％） 

 

19.2

17.2

21.0

24.7

41.7

9.7

8.5

10.1

13.7

11.5

51.9

56.7

52.5

51.4

41.0

19.2

17.7

16.4

10.1

5.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

計（n=5,446）

【従業員規模】

３０人未満（n=1,631）

３０～９９人（n=1,633)

１００～２９９人（n=562）

３００人以上（n=156）

実施した 実施を検討中 実施しなかった 無回答

9.3

11.4

8.5

7.9

9.2

72.1

68.9

70.0

76.3

80.0

14.7

15.0

16.6

14.4

9.2

1.1

0.7

1.5

1.4

1.5

2.9

3.9

3.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

計（n=1,046）

【従業員規模】

３０人未満（n=280）

３０～９９人（n=343)

１００～２９９人（n=139）

３００人以上（n=65）

非常に効果があった 効果があった あまり効果がなかった 効果がなかった 無回答
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③どのような面でICT化を進めたか

 ＜ICT（情報通信技術）化＞に該当する分野の施策を「実施した」もしくは「実施を検討

中」と回答した企業（n=1,575）に対し、どのような面で ICT 化を進めたか尋ねたところ（複

数回答）、「生産管理」が 51.6％と最も多く、次いで、「受・発注管理」（49.0％）、「自社の設

備・工場間のネットワーク化」（26.9％）、「製造段階」（26.7％）、「設計段階」（23.4％）、「品

質管理」（21.8％）、「コスト管理」（21.2％）、「顧客や製品市場に関する情報の収集」（12.3％）

などの順で多かった（図表３－２－９）。

企業規模別にみると、「30人未満」では「受・発注管理」の割合が最も高く（51.1％）、そ

れ以外の規模では「生産管理」の割合が最も高かった。「300人以上」では「生産管理」「受・

発注管理」以外にも、「自社の設備・工場間のネットワーク化」や「コスト管理」、「製造段階」、

「品質管理」、「設計段階」で 3割を超える回答割合となっている。

 
図表３－２－９ どのような面でICT化を進めたか（複数回答）        （単位：％） 

 

＜ｄ．自動化・機械化＞

①該当する施策の実施の有無

【自動化・機械化】の分野では、「実施した」が 29.8％、「実施を検討中」が 14.1％、「実

施しなかった」が 39.2％となっている（図表３－２－１０）。

企業規模別にみると、規模が大きくなるほど「実施した」とする割合が高くなっており、

30人以上の各規模では「実施した」＋「実施を検討中」が半数以上となっている。

 

n

生
産
管
理

受
・
発
注
管

理

自
社
の
設
備

・

工
場
間
の
ネ

ト
ワ

ク
化

製
造
段
階

設
計
段
階

品
質
管
理

コ
ス

ト
管
理

顧
客
や
製
品

市

場
に
関
す
る

情

報
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集

そ
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他

無

回
答

計 1,575 51.6 49.0 26.9 26.7 23.4 21.8 21.2 12.3 1.8 8.4

【従業員規模】 

３０人未満 419 47.7 51.1 24.3 27.0 24.1 18.9 20.5 17.2 1.4 7.2

３０～９９人 508 55.7 50.2 26.6 24.2 21.1 21.3 21.9 8.5 2.4 9.3

１００～２９９人 216 55.1 46.8 30.1 25.5 20.8 22.2 14.8 9.3 1.4 6.9

３００人以上 83 65.1 51.8 38.6 42.2 30.1 31.3 34.9 14.5 2.4 6.0
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図表３－２－１０ 労働生産性を向上させるために行っている取り組みを進めるため、過去3年間で、

＜ｄ．自動化・機械化＞に該当する分野の施策を実施したか  （単位：％） 

 

 

②実施した際の効果

 「実施した」と回答した企業（n=1,625）に対し、効果を尋ねると、「非常に効果があった」

が 16.9％、「効果があった」が 74.2％、「あまり効果がなかった」が 7.1％、「効果がなかっ

た」が 0.7％と、程度に差こそあれ 9 割以上が、効果があったとしている（図表３－２－１

１）。

 企業規模別にみると、いずれの規模もおおむね 9割以上の企業が、効果があったと回答し

ている。

図表３－２－１１ ＜ｄ．自動化・機械化＞に該当する分野の施策を実施した際の効果（単位：％） 

 
 

29.8

23.4

35.0

40.9

54.5

14.1

12.9

15.3

19.8

16.7

39.2

47.9

36.7

31.0

21.8

16.9

15.8

12.9

8.4

7.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

計（n=5,446）

【従業員規模】

３０人未満（n=1,631）

３０～９９人（n=1,633)

１００～２９９人（n=562）

３００人以上（n=156）

実施した 実施を検討中 実施しなかった 無回答

16.9

19.7

16.4

12.6

16.5

74.2

69.8

74.8

80.4

80.0

7.1

7.1

6.6

6.1

2.4

0.7

0.8

1.0

0.4

1.2

2.6

1.0

0.4

1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

計（n=1,625）

【従業員規模】

３０人未満（n=381）

３０～９９人（n=572)

１００～２９９人（n=230）

３００人以上（n=85）

非常に効果があった 効果があった あまり効果がなかった 効果がなかった 無回答
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＜ｅ．生産設備・工程の改善＞

①該当する施策の実施の有無

【生産設備・工程の改善】の分野では、「実施した」が 52.3％、「実施を検討中」が 19.7％、

「実施しなかった」が 17.1％で、半数以上の企業が実施したとしている（図表３－２－１２）。

企業規模別にみると、規模が大きくなるほど「実施した」とする割合が高くなるとともに、

「30人未満」でも「実施した」とする企業割合が 5割近くに及ぶ（47.8％）。

図表３－２－１２ 労働生産性を向上させるために行っている取り組みを進めるため、過去3年間で、

＜ｅ．生産設備・工程の改善＞に該当する分野の施策を実施したか  （単位：％） 

 
②実施した際の効果

「実施した」と回答した企業（n=2,846）に対し、効果を尋ねると、「非常に効果があった」

が 10.5％、「効果があった」が 77.6％、「あまり効果がなかった」が 10.5％、「効果がなかっ

た」が 0.3％となっている（図表３－２－１３）。

 企業規模別にみると、いずれの規模も差こそあれ効果があったとする企業が 8割以上とな

っており、「100～299 人」及び「300 人以上」では 9割以上に達している。

図表３－２－１３ ＜ｅ．生産設備・工程の改善＞に該当する分野の施策を実施した際の効果（単位：％） 
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47.8

57.6

66.9

76.3

19.7

19.4

21.2

17.1

16.0

17.1

22.7

13.8

11.7

3.8

10.9

10.1

7.4

4.3

3.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

計（n=5,446）

【従業員規模】

３０人未満（n=1,631）

３０～９９人（n=1,633)

１００～２９９人（n=562）

３００人以上（n=156）

実施した 実施を検討中 実施しなかった 無回答

10.5

11.8

10.2

8.0

10.1

77.6

76.7

75.7

83.2

87.4

10.5

10.3

12.7

8.2

1.7

0.3

0.5

0.2

0.3

0.0

1.0

0.8

1.2

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

計（n=2,846）

【従業員規模】

３０人未満（n=780）

３０～９９人（n=940)

１００～２９９人（n=376）

３００人以上（n=119）

非常に効果があった 効果があった あまり効果がなかった 効果がなかった 無回答
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＜ｆ．生産管理＞

①該当する施策の実施の有無

【生産管理】の分野では、「実施した」が 33.4％、「実施を検討中」が 24.0％、「実施しな

かった」が 25.5％となっている（図表３－２－１４）。

図表３－２－１４ 労働生産性を向上させるために行っている取り組みを進めるため、過去3年間で、

＜ｆ．生産管理＞に該当する分野の施策を実施したか （単位：％） 

 
②実施した際の効果

「実施した」と回答した企業（n=1,820）に対し、効果を尋ねると、「非常に効果があった」

が 7.1％、「効果があった」が 70.9％、「あまり効果がなかった」が 19.4％、「効果がなかっ

た」が 0.8％となっている（図表３－２－１５）。

 企業規模別にみると、「300人以上」では、程度に差こそあれ 9割以上（94.2％）の企業が

効果があったとしている。

図表３－２－１５ ＜ｆ．生産管理＞に該当する分野の施策を実施した際の効果（単位：％） 

 

33.4

29.9

37.0

43.6

55.8

24.0

22.2

26.8

24.2

21.8

25.5

31.8

23.0

23.5

14.7

17.1

16.1

13.2

8.7

7.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

計（n=5,446）

【従業員規模】

３０人未満（n=1,631）

３０～９９人（n=1,633)

１００～２９９人（n=562）

３００人以上（n=156）

実施した 実施を検討中 実施しなかった 無回答

7.1

8.4

7.1

4.1

8.0

70.9

68.9

69.1

77.1

86.2

19.4

19.5

21.5

17.6

3.4

0.8

1.0

1.0

1.9

2.3

1.3

1.2

2.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

計（n=1,820）

【従業員規模】

３０人未満（n=280）

３０～９９人（n=343)

１００～２９９人（n=139）

３００人以上（n=65）

非常に効果があった 効果があった あまり効果がなかった 効果がなかった 無回答
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（２）実施状況と効果の項目間での比較

 労働生産性を向上させるために行っている取り組み（自社の「強み」を伸ばす取り組み）

を進めるため、過去 3年間で実施した各分野の施策の状況と、それぞれの効果の状況を比較

した。

 過去 3 年間で実施した各分野の施策の状況を比較すると、「実施した」とする企業割合が

最も高かったのは「a．人材確保や人材育成・能力開発」（54.1％）で、僅かの差で「ｅ．生

産設備・工程の改善」（52.3％）が次いで高かった（図表３－２－１６）。

 「実施を検討中」も含めた割合（「実施した」＋「実施を検討中」の割合）でみると、「a．
人材確保や人材育成・能力開発」、「ｅ．生産設備・工程の改善」ともに 7割を超える。

図表３－２－１６ 労働生産性を向上させるために行っている取り組みを進めるため、過去 3 年間で

実施した各分野の施策の状況                 （単位：％） 

 

 次に、実施した際の効果を比較すると、効果があった（「非常に効果があった」＋「効果が

あった」）とする企業の割合は、「ｄ．自動化・機械化」（91.1％）が最も高く、「ｃ．ICT（情

報通信技術）化」（81.4％）、「ｅ．生産設備・工程の改善」（88.1％）も 8 割以上で効果があ

ったとしている（図表３－２－１７）。
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図表３－２－１７ 各分野の施策を実施した際の効果             （単位：％） 

 

３．ICT化を実施する上での課題

 すべての回答企業に対して、ICT 化を実施する場合の課題を尋ねたところ（複数回答）、「人

材の不足」が 34.1％で最も多く、次いで、「予算の不足」（28.5％）、「ノウハウの不足」（28.4％）、

「他に優先する課題がある」（18.5％）、「効果がわからない」（14.3％）などの順で多かった

（図表３－２－１８）。

 企業規模別にみると、「300人以上」を除くすべての規模で「人材の不足」の割合が最も高

く（「30 人未満」が 34.7％、「30～99 人」が 34.5％、「100～299人」が 38.8％）、「300 人以

上」では「予算の不足」（37.8％）の回答割合が最も高かった。

「効果がわからない」とする企業割合は規模が小さくなるほど高くなる。 

図表３－２－１８ ICT化を実施する場合、何が課題となるか（複数回答）     （単位：％） 

 

n

人
材
の
不
足

予
算
の
不
足

ノ
ウ
ハ
ウ
の
不
足

他
に
優
先
す
る
課

題
が
あ
る

効
果
が
わ
か
ら
な

い
そ
の
他

特
に
課
題
は
な
い

無
回
答

何
ら
か
の
課
題
が

あ
る

特
に
課
題
は
な
い

計 5,446 34.1 28.5 28.4 18.5 14.3 1.2 8.7 25.3 66.0 8.7

【従業員規模】 

３０人未満 1,631 34.7 29.9 27.7 18.9 16.4 1.3 9.4 24.6 66.0 9.4

３０～９９人 1,633 34.5 30.1 32.6 19.2 14.8 1.2 8.1 22.4 69.5 8.1

１００～２９９人 562 38.8 29.4 31.7 20.5 11.4 1.1 9.8 19.8 70.5 9.8

３００人以上 156 35.9 37.8 28.8 23.7 9.0 3.8 12.2 15.4 72.4 12.2
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４．３年前と比べた労働生産性の変化

（１）３年前との比較

 自社の労働生産性が 3 年前と比べ、どのように変化したと考えるか尋ねたところ、「向上

した」が 16.4％、「やや向上した」が 48.2％、「変わらない」が 24.3％、「やや低下した」が

7.6％、「低下した」が 2.0％で、程度に差こそあれ向上した（「向上した」＋「やや向上した」）

とする企業が全体の 6割以上を占めた（図表３－２－１９）。

 業種別にみると、向上した（「向上した」＋「やや向上した」）とする企業割合が最も高か

ったのは「電子部品・デバイス・電子回路製造業」（70.7％）で、「情報通信機械器具製造業」

（67.8％）がこれに続いた。

 企業規模別にみると、向上した（「向上した」＋「やや向上した」）とする企業割合は規模

が大きくなるほど高くなる。

図表３－２－１９ 3年前と比べた自社の労働生産性の変化をどう考えているか    （単位：％） 
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計（n=5,785）

【業種】

プラスチック製品製造業（n=683）

鉄鋼業（n=246）

非鉄金属製造業（n=251）

金属製品製造業（n=1,708）

はん用機械器具製造業（n=193）

生産用機械器具製造業（n=541）

業務用機械器具製造業（n=267）

電子部品・デバイス・電子回路製造業

（n=262）

電気機械器具製造業（n=652）

情報通信機械器具製造業（n=62）

輸送用機械器具製造業（n=674）

その他（n=246）

【従業員規模】

３０人未満（n=1,767）

３０～９９人（n=1,711）

１００～２９９人（n=573）

３００人以上（n=158）

向上した やや向上した 変わらない やや低下した 低下した 無回答
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（２）労働生産性の向上分の配分先

 3 年前と比べて、労働生産性が「向上した」と回答した企業（n=946）に対し、労働生産

性の向上分をどういった分野に配分したか尋ねた（複数回答）。結果をみると、「設備への投

資」が65.1％で最も多く、次いで「賃金など処遇の改善」（51.6％）、「人材の確保・育成」（46.7％）、

「作業環境の整備」（40.6％）などの順で多かった（図表３－２－２０）。

企業規模別にみると、いずれの規模も「設備への投資」の割合が最も高かった（ただし、

「300人以上」では「賃金など処遇の改善」58.6％と同率のトップ）。「営業力の強化」や「人

事諸制度の充実」は、規模によって割合の差が大きい。

図表３－２－２０ 労働生産性の向上分をどういった分野に配分したか（複数回答）   （単位：％） 

 

５．同業他社と比べた自社の労働生産性

現在の、同業同規模の他社と比べた場合の自社の労働生産性をどう考えているか尋ねたと

ころ、「高い」が 4.4％、「やや高い」が26.5％、「他社と同じくらい」が 39.3％、「やや低い」

が 23.5％、「低い」が 4.1％で、「他社と同じくらい」とする企業が最も多かったものの、高

いと考える企業（「高い」＋「やや高い」、30.9％）が、低いと考える企業（「やや低い」＋「低

い」、27.6％）を上回った（図表３－２－２１）。

企業規模別にみると、高いと考える企業（「高い」＋「やや高い」）の割合は、規模が小さ

くなるほど高まる。

 

n
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備
へ
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投
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遇
の
改
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人
材
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営
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力
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福
利
厚
生
の
充
実

内
部
留
保

研
究
開
発
へ
の
投
資

Ｉ
Ｃ
Ｔ

情
報
通
信
技

術

化
の
推
進

人
事
諸
制
度
の
充
実

そ
の
他

無
回
答

計 946 65.1 51.6 46.7 40.6 17.4 17.3 14.1 11.9 11.6 6.9 1.3 0

【従業員規模】 

３０人未満 298 63.8 56.0 43.6 41.9 19.5 17.8 11.7 9.1 11.7 5.0 1.7 0

３０～９９人 279 72.4 45.9 50.5 43.0 17.6 16.8 15.4 12.5 13.6 9.0 1.4 0

１００～２９９人 76 67.1 40.8 47.4 36.8 14.5 21.1 10.5 19.7 22.4 9.2 1.3 0

３００人以上 29 58.6 58.6 51.7 44.8 3.4 27.6 13.8 17.2 17.2 27.6 6.9 0
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図表３－２－２１ 現在の、同業同規模の他社と比べた自社の労働生産性をどう考えているか 

             （単位：％） 

 

６．労働生産性の向上に対する考え方

 労働生産性の向上に対する考え方として、「Ａ：新しい製品やサービスの開発などによる『付

加価値の拡大』が重要」、「Ｂ：効率化の向上が重要」――という２つの考え方を示したうえ

で、【現在における考え方】と 【中長期的将来における考え方】に分けて、どちらの考え方

に近いか尋ねた。

 結果をみると、【現在における考え方】では、「Ａに近い」が 12.9％、「Ａにやや近い」が

22.9％、「Ｂにやや近い」が 38.3％、「Ｂに近い」が 22.6％で、Ｂに近い（「Ｂにやや近い」

＋「Ｂに近い」、60.9％）がＡに近い（「Ａに近い」＋「Ａにやや近い」、35.8％）を 20 ポイ

ント以上、上回った（図表３－２－２２）。

 【中長期的将来における考え方】では、「Ａに近い」が 20.6％、「Ａにやや近い」が 35.7％、

「Ｂにやや近い」が 24.6％、「Ｂに近い」が 15.6％で、【現在における考え方】とは異なり、

Ａに近い（「Ａに近い」＋「Ａにやや近い」、56.3％）がＢに近い（「Ｂにやや近い」＋「Ｂに

近い」、40.1％6）を上回った。

                                                 
6 「Ｂにやや近い」と「Ｂに近い」の回答数の実数を足し、割合を算出しているので、図表 3-2-22 のそれぞれの割

合を足し上げた数字（40.2％）とは一致しない。 
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図表３－２－２２ 現在と中長期的将来についての労働生産性向上に対する考え方   （単位：％） 

 

 企業規模別にみると、「100～299 人」や「300 人以上」では、Ａに近いと考える企業の割

合が【中長期的将来における考え方】になるとより高まる傾向にある（図表３－２－２３）。

 図表３－２－２３ 現在と中長期的将来についての労働生産性向上に対する考え方（企業規模別） 

 （単位：％） 

 
 

７．労働生産性の向上に資する人材育成・確保において、行政に対して要望するもの

 労働生産性の向上に資する人材育成・確保にかかる行政からの支援について、どのような

ものを要望するか尋ねたところ（複数回答）、「職業訓練を実施する事業主への助成金の支給

対象の拡大や支給額の増額」が 34.0％で最も多く、次いで、「ものづくり人材向け在職者訓

練の充実」（26.2％）、「従業員の指導力強化に向けた勉強会の実施」（25.3％）、「教育訓練給

付金制度や教育訓練機関等に関する従業員の自己啓発支援に関する情報提供」（19.7％）、「熟

練技能者による若年技能者への講習会の実施」（17.9％）などの順で多かった（図表３－２－

２４）。 

n

Ａに近い Ａにやや近い Ｂにやや近い Ｂに近い 無回答
Ａに近い

計
Ｂに近い

計

＜現在における考え方＞

３０人未満 1,767 15.2 24.8 35.1 22.9 2.0 40.0 58.0

３０～９９人 1,711 12.3 21.3 39.6 25.0 1.9 33.6 64.5

１００～２９９人 573 9.4 21.3 43.6 24.4 1.2 30.7 68.1

３００人以上 158 8.9 28.5 38.0 24.1 0.6 37.3 62.0

＜中長期的将来における考え方＞

３０人未満 1,767 22.2 35.8 23.9 15.9 2.2 58.1 39.8

３０～９９人 1,711 20.7 36.8 24.5 15.8 2.1 57.5 40.4

１００～２９９人 573 19.9 40.1 22.5 16.2 1.2 60.0 38.7

３００人以上 158 24.1 45.6 19.0 9.5 1.9 69.6 28.5
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 企業規模別にみると、「従業員の指導力強化に向けた勉強会の実施」や「教育訓練給付金制

度や教育訓練機関等に関する従業員の自己啓発支援に関する情報提供」、「ｅラーニングに対

応した訓練コースの開発」では規模によって割合の差が大きく、それぞれ規模が大きくなる

ほど回答割合が高くなる。

図表３－２－２４ 労働生産性の向上に資する人材育成・確保において、行政に対して要望するもの

（複数回答）                          （単位：％） 
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計 5,785 34.0 26.2 25.3 19.7 17.9 13.7 12.8 12.2 8.8 6.2 2.8 2.3 2.3 1.2 1.7 20.0 4.3

【従業員規模】 

３０人未満 1,767 35.6 25.1 22.2 18.3 17.2 13.4 11.8 11.8 8.0 5.0 1.6 1.8 1.9 0.7 2.0 22.8 3.7

３０～９９人 1,711 35.9 29.8 27.9 21.1 19.1 15.6 15.3 13.4 9.1 7.9 3.0 2.5 2.9 1.3 1.5 18.2 2.3

１００～２９９人 573 35.1 28.3 33.0 29.7 18.2 16.9 13.6 14.7 9.8 7.0 6.5 2.4 2.4 1.2 1.2 14.5 1.9

３００人以上 158 29.1 25.3 29.7 25.3 15.8 11.4 8.9 12.7 11.4 9.5 10.1 5.1 3.8 4.4 0.6 19.0 1.3

調査シリーズNo.166

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 57 －

 
 

第３節 ものづくり現場における女性の活躍に向けた取り組みについて

１．女性正社員等の人数の過去3年間での変化

（１）女性正社員

 女性の正社員の人数が過去3年間でどのように変化したか尋ねたところ、「増えた」が9.1％、

「やや増えた」が 14.8％、「ほぼ変わらない」が 58.3％、「やや減った」が 5.2％、「減った」

が 3.3％だった。増えたとする企業（「増えた」＋「やや増えた」、23.9％）の割合が、減っ

たとする企業（「やや減った」＋「減った」、8.5％）の割合を約 15 ポイント上回っている（図

表３－３－１）。

企業規模別にみると、増えたとする企業の割合は規模が大きくなるほど高くなっており、

「300人以上」では増えたとする企業割合（43.0％）が 4割以上に達している。

 
図表３－３－１ 過去3年間での人数の変化（女性正社員）       （単位：％） 

 

（２）女性正社員のものづくり人材

 女性正社員のものづくり人材の人数では、「増えた」が 4.5％、「やや増えた」が 9.9％、「ほ

ぼ変わらない」が 57.7％、「やや減った」が 3.7％、「減った」が 2.6％となっている。増えた

とする企業（「増えた」＋「やや増えた」、14.5％）と、減ったとする企業（「やや減った」＋

「減った」、6.3％）の割合を比べると、増えたとする企業の方が多い（図表３－３－２）。

企業規模別にみると、規模が大きくなるほど増えたとする企業の割合は高くなっており、

「300人以上」では増えたとする企業の割合が 4割弱（38.6％）となっている。
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や
や
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え
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ほ
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い
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や
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た

減

た

無
回
答

増
え
た
　
計

変
わ
ら
な
い

減

た
　
計

計 5,785 9.1 14.8 58.3 5.2 3.3 9.3 23.9 58.3 8.5

【従業員規模】 

３０人未満 1,767 8.1 10.3 65.2 5.4 4.6 6.3 18.4 65.2 10.1

３０～９９人 1,711 11.2 18.5 59.0 5.9 3.0 2.4 29.7 59.0 8.9

１００～２９９人 573 10.8 26.5 54.8 5.1 1.7 1.0 37.3 54.8 6.8

３００人以上 158 10.1 32.9 44.9 8.9 1.9 1.3 43.0 44.9 10.8
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図表３－３－２ 過去3年間での人数の変化（女性正社員のものづくり人材）   （単位：％） 

 

（３）女性の直接雇用の非正社員

 女性の直接雇用の非正社員の人数では、「増えた」が 4.2％、「やや増えた」が 10.8％、「ほ

ぼ変わらない」が 53.5％、「やや減った」が 4.9％、「減った」が 3.2％となっている。増えた

とする企業（「増えた」＋「やや増えた」、15.0％）と、減ったとする企業（「やや減った」＋

「減った」、8.1％）の割合を比べると、増えたとする企業の方が多くなっている（図表３－

３－３）。

 
図表３－３－３ 過去3年間での人数の変化（女性の直接雇用非正社員）     （単位：％） 
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た

無
回
答

増
え
た
　
計
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わ
ら
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い

減

た
　
計

計 5,785 4.5 9.9 57.7 3.7 2.6 21.6 14.5 57.7 6.3

【従業員規模】 

３０人未満 1,767 3.7 6.7 61.7 3.5 3.7 20.7 10.4 61.7 7.2

３０～９９人 1,711 5.8 12.0 64.8 4.4 2.4 10.6 17.8 64.8 6.8

１００～２９９人 573 6.8 18.0 66.1 3.7 1.9 3.5 24.8 66.1 5.6

３００人以上 158 8.2 30.4 48.7 8.9 1.3 2.5 38.6 48.7 10.1
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減

た

無
回
答

増
え
た
　
計

変
わ
ら
な
い

減

た
　
計

計 5,785 4.2 10.8 53.5 4.9 3.2 23.4 15.0 53.5 8.1

【従業員規模】 

３０人未満 1,767 3.7 8.8 60.0 4.0 3.6 20.0 12.5 60.0 7.5

３０～９９人 1,711 5.8 15.1 57.9 7.5 2.8 10.9 20.9 57.9 10.3

１００～２９９人 573 7.0 18.0 58.6 7.2 3.7 5.6 25.0 58.6 10.8

３００人以上 158 5.7 21.5 62.7 7.0 1.9 1.3 27.2 62.7 8.9
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（４）女性の直接雇用非正社員のものづくり人材

 女性の直接雇用非正社員のものづくり人材の人数では、「増えた」が 2.9％、「やや増えた」

が 7.5％、「ほぼ変わらない」が 55.1％、「やや減った」が 3.9％、「減った」が 3.0％となっ

ている。増えたとする企業（「増えた」＋「やや増えた」、10.3％）と、減ったとする企業（「や

や減った」＋「減った」、6.9％）の割合を比べると、増えたとする企業の方が多くなってい

る（図表３－３－４）。

 
図表３－３－４ 過去3年間での人数の変化（女性直接雇用非正社員のものづくり人材） （単位：％） 

 

２．女性ものづくり人材の採用ルート

（１）正社員

 女性のものづくり人材の採用ルートについて（複数回答）、「採用していない」と回答した

企業を除いて集計した結果をみると、正社員では、「ハローワーク」が 66.8％で最も割合が

高く、次いで、「中・高校からの紹介」（22.2％）、「自社の社員や取引先からの紹介」（22.0％）、

「大学・短大、高専からの紹介」（18.4％）、「パートやアルバイト、派遣などからの登用」（17.6％）  

などの順となっている（図表３－３－５）。

 

n
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え
た
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た
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無
回
答
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え
た
　
計

変
わ
ら
な
い

減

た
　
計

計 5,785 2.9 7.5 55.1 3.9 3.0 27.6 10.3 55.1 6.9

【従業員規模】 

３０人未満 1,767 2.4 5.1 61.4 2.7 3.5 25.0 7.5 61.4 6.1

３０～９９人 1,711 4.4 11.3 60.2 6.3 3.0 14.7 15.7 60.2 9.4

１００～２９９人 573 5.1 14.1 63.5 5.8 3.7 7.9 19.2 63.5 9.4

３００人以上 158 4.4 17.7 63.9 8.2 1.9 3.8 22.2 63.9 10.1
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図表３－３－５ 女性のものづくり人材の採用ルート ①正社員（複数回答） 

※「採用していない」企業を除いて集計                  （単位：％） 

 

（２）直接雇用の非正社員

 （１）と同様に、「採用していない」と回答した企業を除いて集計した直接雇用の非正社員

の結果をみると、「ハローワーク」が 48.6％で最も割合が高く、次いで、「自社の社員や取引

先からの紹介」（18.3％）、「新聞やちらし、インターネットでの求人」（18.1％）、「パートや

アルバイト、派遣などからの登用」（15.7％）などの順となっている（図表３－３－６）。

図表３－３－６ 女性のものづくり人材の採用ルート ②直接雇用の非正社員（複数回答）

   ※「採用していない」企業を除いて集計                  （単位：％） 
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そ
の
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無
回
答

計 4,796 66.8 15.5 16.9 18.4 22.2 11.7 22.0 11.5 17.6 5.0 2.5 11.9

【従業員規模】 

３０人未満 1,345 67.4 10.6 16.0 8.6 11.1 9.7 22.5 8.0 12.6 3.0 2.9 13.1

３０～９９人 1,475 72.1 15.1 15.9 20.5 25.8 13.4 23.5 13.9 23.3 6.3 2.0 8.2

１００～２９９人 517 69.2 29.0 25.7 39.8 47.4 14.9 21.9 17.4 29.4 9.7 1.9 5.2

３００人以上 150 51.3 52.7 37.3 66.0 62.7 14.0 22.0 34.7 40.0 10.7 0.7 1.3
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無
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答

計 4,635 48.6 6.4 18.1 1.6 2.0 4.6 18.3 14.5 15.7 4.3 2.2 29.3

【従業員規模】 

３０人未満 1,293 44.9 4.3 15.2 0.9 1.3 3.2 19.3 9.9 10.3 2.4 2.5 31.0

３０～９９人 1,426 57.9 7.6 21.2 2.0 2.4 5.0 21.4 16.3 17.1 5.2 2.5 18.8

１００～２９９人 507 66.7 12.6 27.2 3.6 4.5 8.3 22.5 26.6 30.6 7.7 2.0 10.8

３００人以上 144 66.0 17.4 41.0 4.9 7.6 11.8 26.4 44.4 43.8 12.5 2.8 6.9
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３．現在の女性ものづくり人材の有無

 現在、女性のものづくり人材がいるかどうかについて、（１）技能者（２）技術者――に分

けて尋ねた。

（１）技能者

 技能者では、「いる」が 46.3％、「いない」が 50.9％で、4割以上の企業で女性の技能者が

いた（図表３－３－７）。

 業種別にみると、「電子部品・デバイス・電子回路製造業」（69.1％）や「情報通信機械器

具製造業」（62.9％）などで比較的、「いる」とする企業割合が高い。

企業規模別にみると、規模が大きいほど女性技能者がいる割合は高まり、「100～299 人」

では 7割以上（71.2％）、「300人以上」では 8割以上（86.1％）となっている。

 
図表３－３－７ 現在、女性のものづくり人材がいるか（技能者）   （単位：％） 

 

（２）技術者

 技術者では、「いる」が 24.2％、「いない」が 70.7％で、女性技術者がいる企業割合はほぼ

4 社に 1社となっている（図表３－３－８）。 
業種別にみると、「いる」とする企業割合は「情報通信機械器具製造業」（43.5％）が最も

高い。企業規模別にみると、「いる」とする企業割合は「30 人未満」では 1 割台（16.1％）

にとどまるが、「300 人以上」では 7割以上（77.1％）に達する。 

n

いる いない 無回答

計 5,785 46.3 50.9 2.8

【業種】

プラスチック製品製造業 683 52.4 44.7 2.9

鉄鋼業 246 28.0 69.9 2.0

非鉄金属製造業 251 46.2 50.6 3.2

金属製品製造業 1,708 42.2 55.1 2.8

はん用機械器具製造業 193 43.0 53.9 3.1

生産用機械器具製造業 541 31.8 64.7 3.5

業務用機械器具製造業 267 43.8 53.2 3.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 262 69.1 29.8 1.1

電気機械器具製造業 652 60.1 36.7 3.2

情報通信機械器具製造業 62 62.9 30.6 6.5

輸送用機械器具製造業 674 49.7 48.2 2.1

その他 246 38.6 58.5 2.8

【従業員規模】 

３０人未満 1,767 36.0 61.7 2.3

３０～９９人 1,711 55.2 43.3 1.5

１００～２９９人 573 71.2 28.6 0.2

３００人以上 158 86.1 13.9 0.0
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図表３－３－８ 現在、女性のものづくり人材がいるか （技術者）   （単位：％） 

 

 
 なお、技能者、技術者の片方でも「いる」と回答した企業の割合を集計したところ、「いる」

は 54.1％で、技能者も技術者もいない企業は 43.9％だった（図表３－３－９）。

 図表３－３－９ 現在、女性のものづくり人材がいるか（技能者・技術者のどちらかでも）（単位：％） 

 

n

いる いない 無回答

計 5,785 24.2 70.7 5.0

【業種】

プラスチック製品製造業 683 19.6 73.8 6.6

鉄鋼業 246 11.8 82.5 5.7

非鉄金属製造業 251 23.1 72.5 4.4

金属製品製造業 1,708 22.2 71.7 6.1

はん用機械器具製造業 193 29.0 66.8 4.1

生産用機械器具製造業 541 25.5 69.9 4.6

業務用機械器具製造業 267 29.2 68.5 2.2

電子部品・デバイス・電子回路製造業 262 36.6 59.5 3.8

電気機械器具製造業 652 33.3 62.4 4.3

情報通信機械器具製造業 62 43.5 48.4 8.1

輸送用機械器具製造業 674 19.9 76.7 3.4

その他 246 22.8 72.8 4.5

【従業員規模】 

３０人未満 1,767 16.1 79.2 4.6

３０～９９人 1,711 25.1 71.9 2.9

１００～２９９人 573 44.5 53.9 1.6

３００人以上 158 77.2 20.9 1.9

n

技
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両
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は

い
ず
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か
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能
者
も
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術
者

も
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計 5,785 54.1 43.9 2.0

【業種】

プラスチック製品製造業 683 57.0 40.6 2.5

鉄鋼業 246 32.9 64.2 2.8

非鉄金属製造業 251 51.8 45.4 2.8

金属製品製造業 1,708 50.8 47.3 1.9

はん用機械器具製造業 193 52.3 46.6 1.0

生産用機械器具製造業 541 43.6 54.5 1.8

業務用機械器具製造業 267 53.9 44.2 1.9

電子部品・デバイス・電子回路製造業 262 76.7 22.9 0.4

電気機械器具製造業 652 68.4 29.3 2.3

情報通信機械器具製造業 62 71.0 22.6 6.5

輸送用機械器具製造業 674 54.7 43.3 1.9

その他 246 49.6 49.6 0.8

【従業員規模】 

３０人未満 1,767 43.4 55.3 1.4

３０～９９人 1,711 63.1 36.2 0.7

１００～２９９人 573 79.9 20.1 0.0

３００人以上 158 94.3 5.7 0.0
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４．女性ものづくり人材が担当している仕事分野

（１）技能者

 女性ものづくり人材の技能者が「いる」と回答した企業（n=2,677）に対し、女性技能者

が担当している主な仕事分野について、最も当てはまるものを 2つまで選んでもらったとこ

ろ、「製品の検査・点検作業」が 49.9％で最も多く、次いで、「組立・調整の作業」（41.0％）、

「切削、研削、溶接、熱処理などの加工作業」（27.1％）、「生産管理」（11.7％）、「製造設備

の操作・監視作業」（10.1％）などの順で多かった（図表３－３－１０）。

 業種別にみると、「プラスチック製品製造業」など多くの業種で「製品の検査・点検作業」

の割合が最も高くなっている一方、「業務用機械器具製造業」、「電気機械器具製造業」、「情報

通信機械器具製造業」では「組立・調整の作業」の割合が最も高い。また、「はん用機械器具

製造業」と「生産用機械器具製造業」では「切削、研削、溶接、熱処理などの加工作業」の

割合が最も高い。

図表３－３－１０ 女性ものづくり人材が担当している主な仕事分野（２つまで回答、技能者）（単位：％） 

 
注）業種別および従業員規模別の集計欄では、業種、規模それぞれ最も割合が高い数値に二重下線を引き、次に割合が高い数値に

下線を引いた。 
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ス
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備
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作
業

研
究
開
発

そ
の
他

無
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答

計 2,677 49.9 41.0 27.1 11.7 10.1 9.6 3.5 1.2 0.7 0.5 0.4 1.8 6.1

【業種】

プラスチック製品製造業 358 62.6 38.3 15.9 11.2 12.0 17.0 1.7 2.0 0.0 0.0 0.0 2.0 4.7

鉄鋼業 69 36.2 29.0 30.4 15.9 7.2 10.1 5.8 2.9 1.4 1.4 1.4 4.3 5.8

非鉄金属製造業 116 49.1 25.0 32.8 13.8 13.8 12.9 1.7 0.0 1.7 0.9 0.0 0.9 7.8

金属製品製造業 720 43.5 29.0 39.9 10.6 11.9 9.6 3.3 1.3 1.1 0.4 0.1 1.9 6.4

はん用機械器具製造業 83 34.9 43.4 44.6 10.8 8.4 9.6 1.2 0.0 2.4 0.0 0.0 0.0 4.8

生産用機械器具製造業 172 29.7 34.3 34.9 12.8 8.1 6.4 13.4 1.7 0.0 0.0 0.6 2.3 9.3

業務用機械器具製造業 117 43.6 55.6 31.6 8.5 2.6 6.0 5.1 0.9 0.0 0.9 1.7 0.9 6.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 181 70.7 47.5 12.2 12.2 15.5 6.6 3.3 0.0 1.1 0.0 1.1 0.0 4.4

電気機械器具製造業 392 50.5 69.4 11.2 12.0 5.9 4.6 3.1 0.3 0.8 1.3 0.5 1.5 5.4

情報通信機械器具製造業 39 41.0 66.7 2.6 17.9 15.4 10.3 5.1 7.7 0.0 0.0 2.6 2.6 5.1

輸送用機械器具製造業 335 58.8 38.8 33.1 12.2 8.7 10.1 2.4 0.3 0.3 0.3 0.3 2.1 5.7

その他 95 50.5 30.5 11.6 13.7 11.6 12.6 0.0 5.3 1.1 1.1 0.0 5.3 11.6

【従業員規模】 

３０人未満 637 49.5 36.7 30.8 9.7 9.4 8.5 3.3 0.8 0.3 0.9 0.5 2.0 6.1

３０～９９人 944 52.5 43.0 27.2 12.7 10.3 10.7 3.2 1.4 0.2 0.2 0.5 1.9 4.7

１００～２９９人 408 54.4 50.5 26.7 10.8 10.8 7.8 2.7 0.2 1.2 0.2 0.0 1.7 3.4

３００人以上 136 61.8 57.4 21.3 10.3 13.2 11.0 2.2 1.5 0.7 2.2 1.5 0.0 2.2
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（２）技術者

女性ものづくり人材の技術者が「いる」と回答した企業（n=1,402）に対し、女性技術者

が担当している主な仕事分野について最も当てはまるものを2つまで選んでもらったところ、

「設計」が 34.2％で最も多く、次いで、「生産管理」（28.8％）、「品質管理」（24.8％）、「製

品の検査・点検作業」（15.4％）、「研究開発」（12.7％）などの順で多かった（図表３－３－

１１）。

業種別にみると、「はん用機械器具製造業」など多くの業種で「設計」の割合が最も多くな

っているが、「鉄鋼業」や「金属製品製造業」、「電子部品・デバイス・電子回路製造業」、「輸

送用機械器具製造業」では「生産管理」の割合が最も高かった。また、「プラスチック製品製

造業」、「非鉄金属製造業」では「品質管理」の割合が最も高かった。

図表３－３－１１ 女性ものづくり人材が担当している主な仕事分野（２つまで回答、技術者） 

     （単位：％） 

 
注）業種別および従業員規模別の集計欄では、業種、規模それぞれ最も割合が高い数値に二重下線を引き、次に割合が高い数値に

下線を引いた。 

n
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検
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削
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処
理
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工
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シ
ス
テ
ム
管
理

デ
ザ
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ン

製
造
設
備
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作
・

監
視
作
業

製
造
設
備
の
整
備
・

修
理
に
関
わ
る
作
業

そ
の
他

無
回
答

計 1,402 34.2 28.8 24.8 15.4 12.7 8.8 8.0 4.7 4.0 3.9 1.6 3.6 4.9

【業種】

プラスチック製品製造業 134 20.9 31.3 35.1 20.1 14.2 9.7 3.7 5.2 5.2 6.7 3.0 3.0 3.0

鉄鋼業 29 27.6 34.5 20.7 17.2 17.2 0.0 3.4 6.9 3.4 3.4 3.4 0.0 6.9

非鉄金属製造業 58 19.0 22.4 43.1 13.8 20.7 6.9 8.6 1.7 5.2 1.7 1.7 3.4 5.2

金属製品製造業 379 26.9 30.9 27.7 19.5 4.0 8.2 14.8 3.2 2.4 5.0 0.5 2.9 5.8

はん用機械器具製造業 56 55.4 28.6 16.1 12.5 19.6 1.8 7.1 3.6 0.0 1.8 1.8 1.8 0.0

生産用機械器具製造業 138 60.1 21.0 14.5 4.3 13.8 8.0 5.8 4.3 2.2 2.9 1.4 4.3 3.6

業務用機械器具製造業 78 32.1 20.5 19.2 15.4 24.4 9.0 7.7 6.4 7.7 1.3 0.0 5.1 5.1

電子部品・デバイス・電子回路製造業 96 28.1 29.2 20.8 18.8 19.8 10.4 5.2 2.1 5.2 10.4 5.2 2.1 5.2

電気機械器具製造業 217 42.9 28.6 22.6 12.0 15.2 12.0 3.7 5.1 4.6 0.9 1.8 3.2 4.1

情報通信機械器具製造業 27 51.9 33.3 22.2 11.1 14.8 14.8 0.0 14.8 3.7 3.7 0.0 3.7 7.4

輸送用機械器具製造業 134 29.9 38.1 29.9 17.2 13.4 8.2 4.5 6.7 4.5 4.5 2.2 3.0 5.2

その他 56 32.1 19.6 10.7 12.5 7.1 10.7 14.3 8.9 8.9 0.0 0.0 14.3 8.9

【従業員規模】 

３０人未満 285 25.6 25.3 17.9 22.5 6.3 13.3 12.3 3.9 2.5 7.4 0.7 4.9 5.6

３０～９９人 430 33.7 28.8 26.5 16.5 8.8 9.5 8.8 4.2 4.0 3.3 1.6 3.0 2.3

１００～２９９人 255 41.2 35.3 35.3 9.0 18.4 4.7 3.9 4.7 4.3 1.2 2.4 2.7 3.1

３００人以上 122 50.8 35.2 30.3 6.6 35.2 1.6 2.5 4.9 6.6 0.8 2.5 4.1 2.5
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５．女性ものづくり人材の昇進・昇格の状況

女性のものづくり人材が、どの程度のリーダー層・管理職層まで昇進・昇格しているかを

把握するため、技能者、技術者にかかわらず、女性ものづくり人材がいる企業（n=3,130、
以下「女性ものづくり人材がいる企業」と略）に対し、女性のものづくり人材が就いている

リーダー層・管理職層をすべて選んでもらった（複数回答）。

結果をみると、「主任・係長や作業リーダークラス」が 51.9％で最も多く、それ以外の選

択肢の「課長クラス」（8.1％）、「部長クラス」（2.7％）、「事業所長や役員クラス」（1.8％）

はいずれも 10％以下の回答割合だった（図表３－３－１２）。また、無回答が40.3％あった

9。企業規模別にみると、「300 人以上」では「課長クラス」の回答割合が 26.2％と 2割以上

に達した。

図表３－３－１２ 女性のものづくり人材が就いているリーダー層・管理職層（複数回答） （単位：％） 

 

 同設問の回答について、女性ものづくり人材が就いている最も上位のリーダー層・管理職

層がどれに当てはまるか再集計してみたところ、「主任・係長や作業リーダークラス」が

48.2％、「課長クラス」が 7.3％、「部長クラス」が 2.4％、「事業所長や役員クラス」が 1.8％
で、無回答が 40.3％という結果となった（図表３－３－１３）。

 
図表３－３－１３ 女性のものづくり人材が就く最上位のリーダー層・管理職層  （単位：％） 

 

                                                 
9 選択肢として「主任・係長や作業リーダークラス」、「課長クラス」、「部長クラス」、「事業所長や役員クラス」の

みを用意したため、一人も「主任・係長や作業リーダークラス」にも就いていない企業の多くが無回答に流れたも

のと推察される。 

n

主任・係長
や作業リー
ダークラス

課長クラス 部長クラス
事業所長や
役員クラス

無回答

計 3,130 51.9 8.1 2.7 1.8 40.3

【従業員規模】 

３０人未満 766 46.3 6.0 3.0 3.0 45.3

３０～９９人 1,080 53.1 7.4 1.8 1.1 40.6

１００～２９９人 458 60.5 9.0 2.4 1.3 32.3

３００人以上 149 66.4 26.2 6.0 0 22.1

n

主任クラスま
で昇進

課長クラスま
で昇進

部長クラスま
で昇進

役員クラスま
で昇進

無回答

計 3,130 48.2 7.3 2.4 1.8 40.3

【従業員規模】 

３０人未満 766 43.5 5.5 2.7 3.0 45.3

３０～９９人 1,080 50.3 6.6 1.4 1.1 40.6

１００～２９９人 458 56.3 7.9 2.2 1.3 32.3

３００人以上 149 49.0 22.8 6.0 0.0 22.1

－ 65 －
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６．女性ものづくり人材の活躍を促進するための取り組み

 女性ものづくり人材がいる企業（n=3,130）に対し、女性ものづくり人材の活躍を促進す

るための取り組みをａ～ｎまであげ、それぞれの実施状況を尋ねた。

 結果をみると、「c.出産や育児等による休業がハンデとならないような人事制度の導入」

（41.6％）、「f.男女を区別しない仕事の割り当て」（43.5％）、「j.女性でも働きやすい作業環

境の整備」（48.2％）、「k.女性でも働きやすい勤務シフトや勤務時間の設定」（41.8％）では、

「行っている」とする企業割合が 4割以上に達し、「g.女性の先輩を指導役に配置」（31.4％）、

「i.男女ともに使いやすい器具・設備等の導入」（38.0％）も 3割以上の企業で行われている

（図表３－３－１４）。

 一方、「a.女性の能力発揮のための行動計画策定」（6.6％）、「b.女性が満たしにくい昇格基

準の見直し」（9.1％）、「l.女性の受け入れ経験が乏しい管理職に対する研修」（4.3％）、「m.
女性の能力発揮の重要性についての啓発」（9.3％）、「n.女性の職域を拡大させるための教育

訓練の実施」（8.4％）では「行っている」とする割合は 1割に満たない。

図表３－３－１４ 女性ものづくり人材の活躍を促進するための取り組み     （単位：％） 
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７．企業が考える女性ものづくり人材の活躍促進による効果

 女性ものづくり人材がいる企業（n=3,130）に対し、女性のものづくり人材の活躍を促進

することで、どのような効果があると思うか尋ねると（３つまでの複数回答）、「職場の雰囲

気が良くなる」が 48.0％で最も多く、次いで、「優秀な人材を確保できる」（40.8％）、「生産

性が向上する」（30.7％）、「従業員の勤労意欲が高まる」（28.7％）、「企業イメージが向上す

る」（25.4％）、「従業員の定着率が高まる」（20.4％）などの順で多い（図表３－３－１５）。

 企業規模別にみると、「優秀な人材を確保できる」、「企業イメージが向上する」では規模が

大きくなるほど割合が高まっている。一方、「生産性が向上する」では規模が小さくなるほど

割合が高くなっている。

図表３－３－１５ 女性ものづくり人材の活躍を促進することでどのような効果があると思うか（３

つまで）                         （単位：％） 
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計 3,130 48.0 40.8 30.7 28.7 25.4 20.4 8.1 1.7 1.0 10.2 2.1

【業種】

プラスチック製品製造業 389 42.7 39.8 30.8 27.8 20.1 24.2 9.3 2.8 0.0 11.1 2.3

鉄鋼業 81 51.9 43.2 23.5 19.8 24.7 14.8 12.3 0.0 1.2 13.6 1.2

非鉄金属製造業 130 47.7 36.9 28.5 23.1 22.3 15.4 10.8 3.1 1.5 10.0 2.3

金属製品製造業 867 51.7 39.7 28.8 26.4 27.2 20.8 6.8 1.5 1.5 11.3 2.0

はん用機械器具製造業 101 46.5 47.5 24.8 23.8 28.7 23.8 5.9 2.0 0.0 10.9 1.0

生産用機械器具製造業 236 57.2 43.6 22.5 26.7 29.2 11.0 6.4 1.3 2.1 9.7 3.0

業務用機械器具製造業 144 44.4 40.3 22.2 22.9 28.5 13.9 15.3 1.4 1.4 11.1 2.1

電子部品・デバイス・電子回路製造業 201 42.8 41.8 35.8 34.3 20.9 27.9 4.5 2.0 0.5 7.5 2.0

電気機械器具製造業 446 44.6 41.0 38.6 35.2 24.2 21.1 9.0 1.1 0.7 8.5 2.0

情報通信機械器具製造業 44 43.2 31.8 40.9 36.4 22.7 15.9 18.2 4.5 0.0 9.1 0.0

輸送用機械器具製造業 369 49.9 44.4 33.3 32.2 30.1 21.7 6.2 0.8 1.1 8.4 1.6

その他 122 40.2 34.4 32.0 28.7 18.0 22.1 9.8 2.5 0.8 12.3 4.1

【従業員規模】 

３０人未満 766 46.0 35.5 33.0 22.5 21.0 21.0 8.0 1.7 0.9 13.3 2.3

３０～９９人 1,080 51.5 42.1 31.2 31.8 23.8 20.6 7.4 1.6 0.7 9.3 1.1

１００～２９９人 458 48.5 51.5 30.1 33.6 34.5 19.7 9.0 0.9 0.7 5.7 0.9

３００人以上 149 39.6 65.8 22.1 30.2 44.3 20.8 20.1 1.3 1.3 6.0 0.0
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計 5,785 34.8 31.7 30.6 26.2 21.5 16.5 12.7 10.1 6.3 2.9 3.2 10.1 2.2

【業種】

プラスチック製品製造業 683 30.3 25.5 31.9 29.7 25.6 20.8 13.5 8.3 7.2 2.5 1.5 10.7 2.6

鉄鋼業 246 34.1 45.5 31.7 11.8 17.1 10.6 12.2 15.0 4.9 2.8 4.5 7.7 3.7

非鉄金属製造業 251 35.9 40.2 31.9 21.1 19.5 15.9 10.0 12.4 9.2 2.0 3.6 10.4 2.4

金属製品製造業 1,708 38.0 36.6 29.4 25.4 20.8 16.9 11.5 12.8 5.4 3.4 3.3 7.5 1.5

はん用機械器具製造業 193 39.9 36.3 28.5 20.2 20.7 10.9 9.8 8.8 7.8 1.0 4.1 9.8 2.6

生産用機械器具製造業 541 38.3 32.5 29.8 22.0 19.4 15.2 15.3 8.5 6.7 2.6 3.1 9.1 3.0

業務用機械器具製造業 267 34.5 33.3 31.8 23.6 22.5 17.6 12.4 6.4 5.6 5.2 3.4 13.1 0.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 262 30.5 13.4 36.3 31.3 22.1 16.4 15.6 8.0 6.5 0.8 1.5 17.2 1.9

電気機械器具製造業 652 32.5 21.0 31.6 34.8 23.9 14.9 14.1 5.7 5.8 2.8 3.7 11.7 2.9

情報通信機械器具製造業 62 27.4 6.5 21.0 30.6 27.4 9.7 16.1 3.2 4.8 3.2 4.8 17.7 6.5

輸送用機械器具製造業 674 32.6 34.0 32.3 29.4 21.4 18.5 13.2 11.1 7.1 3.3 3.3 8.5 2.1

その他 246 31.7 32.9 25.2 20.3 16.7 15.0 9.3 9.8 6.1 2.0 4.5 19.1 2.0

【従業員規模】 

３０人未満 1,767 35.3 34.7 27.8 22.5 20.7 13.9 12.1 11.4 4.5 2.9 3.9 12.3 1.6

３０～９９人 1,711 36.0 32.7 33.4 30.8 23.0 20.3 13.5 9.9 6.7 3.0 2.7 7.7 0.7

１００～２９９人 573 36.6 27.7 39.8 34.9 24.1 19.0 13.4 7.2 9.2 2.3 1.9 6.5 0.5

３００人以上 158 41.1 19.0 55.1 41.1 22.8 20.9 17.1 6.3 18.4 0.6 1.3 3.2 0.0

８．女性ものづくり人材の活躍を妨げる要因

 回答したすべての企業に対して、女性ものづくり人材の活躍を妨げる要因を尋ねた（３つ

までの複数回答）。結果をみると、「女性のものづくり人材の確保が難しい」が 34.8％で最も

多く、次いで、「女性のものづくり人材に向いている仕事が少ない」（31.7％）、「活躍を望む

女性が少ない」（30.6％）、「家事や育児・介護の負担を考慮する必要がある」（26.2％）、「休

業した場合に代替要員の確保が難しい」（21.5％）などの順で多い（図表３－３－１６）。

 業種別にみると、「女性のものづくり人材に向いている仕事が少ない」の割合が「鉄鋼業」

（45.5％）、「非鉄金属製造業」（40.2％）において、他の業種よりも割合が高い。逆に、「電

子部品・デバイス・電子回路製造業」、「情報通信機械器具製造業」では同割合は低い。

 企業規模別にみると、「女性のものづくり人材の確保が難しい」の回答割合は、規模間での

差は大きくない。また、「女性のものづくり人材に向いている仕事が少ない」との回答割合は

規模が小さくなるほど高くなっている。

図表３－３－１６ 女性ものづくり人材の活躍を妨げる要因（３つまで）        （単位：％） 
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９．取り組んでいる仕事と家庭の両立策の現状

 回答したすべての企業に対して、取り組んでいる仕事と家庭の両立策を尋ねると（複数回

答）、「育児あるいは介護のための短時間勤務制度」が 37.1％、「所定外労働や深夜業等の免

除」が 28.6％、「始業・終業時刻の繰り上げ・繰り下げ」が 27.6％、「子の看護休暇制度の実

施」が 15.3％、「特に取り組んでいない」が 36.1％などという結果となった（図表３－３－

１７）。

企業規模別にみると、いずれの両立策もおおむね規模が大きくなるほど割合が高くなって

おり、「育児あるいは介護のための短時間勤務制度」の割合は「300人以上」では9 割（90.5％）

に、「所定外労働や深夜業等の免除」については 6割以上（66.5％）に達している。

「特に取り組んでいない」の割合は規模が小さくなるほど高くなっており、「30 人未満」

では同割合は 4割以上（45.7％）となっている。

図表３－３－１７ 取り組んでいる仕事と家庭の両立支援策（複数回答）       （単位：％） 
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計 5,785 37.1 28.6 27.6 15.3 10.2 4.6 4.0 2.7 2.1 0.6 1.8 36.1 4.4 59.6 36.1

【従業員規模】 

３０人未満 1,767 26.5 21.3 25.0 6.6 6.6 1.5 1.9 0.7 1.5 0.3 2.5 45.7 3.7 50.6 45.7

３０～９９人 1,711 44.7 33.1 31.4 18.4 10.5 3.6 3.7 2.1 2.0 0.3 1.6 30.1 2.2 67.7 30.1

１００～２９９人 573 66.1 50.1 33.5 36.5 17.8 11.7 8.4 6.8 2.4 0.7 1.4 14.0 1.9 84.1 14.0

３００人以上 158 90.5 66.5 43.0 65.8 48.1 34.8 17.7 27.8 11.4 3.8 1.9 1.3 0.0 98.7 1.3

調査シリーズNo.166

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 70 －

 
 

１０．ものづくり人材における女性の今後の活用方針

（１）今後の活用方針

ものづくり人材における女性の活用を今後どのように進めていく考えか尋ねたところ、「す

でに進めており、今後、さらに活用を強化する」が 10.6％、「すでに進めており、今後も継

続する」が 18.9％、「進めていないが、今後進めたいと考えている」が 31.9％、「進める予定

はない」が 35.7％で、合わせて 6割（61.3％）の企業が、すでに進めているか、もしくは今

後進める意向だとしている（図表３－３－１８）。

企業規模別にみると、規模が大きくなるほどすでに進めているとする企業割合は高く、「す

でに進めており、今後、さらに活用を強化する」、「すでに進めており、今後も継続する」、「進

めていないが、今後進めたいと考えている」を合わせた割合でみると、「300 人以上」では 9
割以上（96.8％）に達する。

図表３－３－１８ ものづくり人材における女性の活用を今後どのように進めていく考えか（単位：％） 

 

 

n

す
で
に
進
め
て
お

り

今
後

さ
ら
に

活
用
を
強
化
す
る

す
で
に
進
め
て
お

り

今
後
も
継
続
す

る

進
め
て
い
な
い
が

今
後
進
め
た
い
と
考

え
て
い
る

進
め
る
予
定
は
な
い

無
回
答

女
性
の
活
用
促
進
に

対
し
て
積
極
的
　
計

女
性
の
活
用
促
進
に

対
し
て
消
極
的
　
計

計 5,785 10.6 18.9 31.9 35.7 3.0 61.3 35.7

【業種】

プラスチック製品製造業 683 11.1 20.2 31.9 33.4 3.4 63.3 33.4

鉄鋼業 246 5.3 7.3 35.0 47.6 4.9 47.6 47.6

非鉄金属製造業 251 12.7 15.9 29.9 38.6 2.8 58.6 38.6

金属製品製造業 1,708 9.8 16.0 35.2 36.5 2.4 61.1 36.5

はん用機械器具製造業 193 6.7 16.1 25.4 46.6 5.2 48.2 46.6

生産用機械器具製造業 541 8.9 16.3 29.8 40.1 5.0 54.9 40.1

業務用機械器具製造業 267 8.6 19.1 31.1 39.7 1.5 58.8 39.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 262 17.2 29.8 28.6 22.9 1.5 75.6 22.9

電気機械器具製造業 652 13.3 25.9 28.8 29.1 2.8 68.1 29.1

情報通信機械器具製造業 62 16.1 32.3 32.3 12.9 6.5 80.6 12.9

輸送用機械器具製造業 674 11.4 20.5 30.7 34.7 2.7 62.6 34.7

その他 246 9.3 19.1 32.1 37.4 2.0 60.6 37.4

【従業員規模】 

３０人未満 1,767 8.0 14.5 31.3 44.3 1.9 53.8 44.3

３０～９９人 1,711 11.7 21.2 35.1 30.4 1.7 67.9 30.4

１００～２９９人 573 16.2 29.8 35.4 17.6 0.9 81.5 17.6

３００人以上 158 29.1 38.0 29.7 3.2 0.0 96.8 3.2
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（２）活用を進める理由

 女性ものづくり人材の活用について、「すでに進めており、今後、さらに活用を強化する」、

「すでに進めており、今後も継続する」、「進めていないが、今後進めたいと考えている」の

いずれかを回答した企業（n=3,549）に対し、女性の活用を進める理由を尋ねた（３つまで

の複数回答）。

 結果をみると、「優秀な人材を確保するため」が 58.4％で最も多く、次いで、「職場を活性

化するため」（40.4％）、「男女とも職務遂行能力によって評価されるという意識を高めるため」

（35.1％）、「女性の定着を促進するため」（22.7％）、「製品の品質向上のため」（19.8％）、「企

業イメージ向上のため」（13.9％）などの順で多くなっている（図表３－３－１９）。

企業規模別にみると、「優秀な人材を確保するため」、「職場を活性化するため」はいずれの

規模でも高い割合となっている。「製品の品質向上のため」は規模が小さくなるほど高い割合

となっている。

図表３－３－１９ 女性の活用を進める理由（３つまで）             （単位：％） 
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計 3,549 58.4 40.4 35.1 22.7 19.8 13.9 10.5 9.1 9.1 2.2 0.5 0.5 2.3 0.4

【従業員規模】 

３０人未満 951 54.2 38.2 33.8 18.5 23.2 10.7 11.6 9.4 11.4 0.4 0.4 0.4 3.8 0.4

３０～９９人 1,162 60.2 43.5 37.0 25.0 19.2 13.4 9.0 9.7 8.6 2.2 0.3 0.4 2.2 0.2

１００～２９９人 467 64.0 41.8 38.8 23.3 14.3 22.3 12.4 9.0 4.9 4.5 1.3 0.4 1.1 0.4

３００人以上 153 68.6 43.8 35.3 18.3 7.2 20.9 14.4 8.5 4.6 14.4 2.6 2.0 2.6 0.0

調査シリーズNo.166

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 72 －

 
 

１１．女性ものづくり人材の確保・育成に関して、行政に対して要望する支援

 女性ものづくり人材の確保・育成に関して、行政に対してどのような支援を要望するか尋

ねたところ（複数回答）、「女性のものづくり人材のための職場・作業環境改善に対する助成」

が 29.6％で最も多く、次いで、「女性のものづくり人材を積極活用している企業に対する税

制優遇措置」（23.7％）、「女性のものづくり人材の教育訓練に対する助成」（21.3％）、「社外

の育児・託児施設の拡充」（20.0％）、「女性のものづくり人材のための器具等の導入に対する

助成」（12.0％）などの順で多かった（図表３－３－２０）。

企業規模別にみると、「300 人以上」など規模の大きいところでは、「女性のものづくり人

材を積極活用している企業に対する税制優遇措置」や「社外の育児・託児施設の拡充」の割

合が高い。

図表３－３－２０ 女性ものづくり人材の確保・育成に関して、行政に対してどのような支援を要望

するか（複数回答）                            （単位：％） 
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計 5,785 29.6 23.7 21.3 20.0 12.0 9.1 8.6 5.6 4.2 1.1 33.3 7.6

【従業員規模】 

３０人未満 1,767 27.7 20.9 18.1 17.1 12.1 7.6 7.4 3.6 2.7 1.1 40.0 6.7

３０～９９人 1,711 33.7 26.5 23.9 21.0 13.6 10.2 10.1 6.7 4.1 0.9 30.0 4.7

１００～２９９人 573 35.1 31.1 27.9 33.2 13.8 14.1 11.5 8.7 5.6 1.2 19.7 4.2

３００人以上 158 34.2 41.8 24.7 53.2 12.7 10.8 11.4 13.3 18.4 1.3 14.6 2.5
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